
 

 

 

 

 

第 3 章 みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち 

  １３ 防災  ································································································· 165 

  １４ 防犯  ································································································· 171 
  １５ 交通  ································································································· 175 

  １６ 道路・橋梁・河川  ··········································································· 183 

  １７ 住環境・建築  ·················································································· 199 

 １８ 地球環境  ·························································································· 211 
  １９ 生活環境  ·························································································· 219 

  ２０ 上下⽔道  ·························································································· 231 

 
 
  



令和 年度事務事業評価3

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標

実績

目標

実績

見込 回 回 回

実績 回

見込 人 人 人

実績 人

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

2,000

713

活
動
②

安心パーク利用人数
（市民）

2,000 2,000

活
動
①

安心パーク利用回数
（消防団）

100

成
果
②

100 100

76

成
果
①

関連する
個別計画

　

　

　

指標名 令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

関連する
予算事業

一般会計 消防費 消防費 消防施設費 安心パーク管理運営費

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●消防団の拠点施設である「かしはら安心パーク」の運営及び施設維持管理を行い、消防団員の教育・訓練の
充実を図る。
●地域自主防災組織等への訓練指導を通じて、市民への防災意識の啓発を行い、消防体制、消防・防災力の強
化を図る。

総合計画
の

位置づけ

政策

施策

総合戦略
の

位置づけ

基本目標（その1）

⇒ 基本的方向

基本目標（その2）

⇒ 基本的方向

3 みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち

１３　防災

事務事業分類 継続事業 義務的事務

事務事業名 安心パーク管理事務
担当課 危機管理部危機管理課

課室長名 山本　知巳
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/2.8 /2.8 /2.2

/人数 /1.6 /1.6 /1.6

/4.4 /4.4 /3.8

■

今

後

の

方

向

性

今後の課題と解決への取組み 事業の方向性と資源の配分

地域防災能力の向上を図るために、地域防災拠点である「安
心パーク」で引き続き市民の訓練指導や、知識の向上の機会
を提供できる講座の見直しが必要である。講座の見直しを
行った際には、パンフレット等やホームページで周知を図
り、利用率向上を図っていく必要がある。

方向性 現状維持

内
容

地域防災拠点である安心パーク利用の向
上を目指し、市民が防災に関する技能を
身につけるためには、訓練等の支援を行
う職員の確保は必要であり、また訓練指
導を行う消防団の団員確保についても必
要である。

資源の配分

財源 現状維持

人員 現状維持

事

業

の

効

果

高い 事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析 SDGsへの貢献

やや高い 地域防災力の向上を図るために、安心パークでの地域自主防災会への訓練指導や防災講座に
713人の市民の利用があり、昨年度に比べ約100名ほど上回っていた。コロナ禍で5月に閉
館している時期もありながらも、防災意識の高まりであることが利用増加につながった。

（169のターゲット）

やや低い

低い

実
施
し
た
事
業
内
容
（
実
績
）

令和1年度 令和2年度 令和3年度

・消防団の訓練及び研修
・市民への訓練指導及び研修講座実施
・各種団体の自主訓練及び会議、理事会
等の施設利用

0 0

一般財源増加額（前年度比） - - -3,288

一般財源 12,951 10,773 9,663

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0

県支出金

その他 1,126 1,201 1,126

0 0 0

地方債 0

9,845 9,845 9,845

人件費割合（LC/TC） 0.78 0.84 0.80

総費用（TC） 23,922 21,819 20,634

会計年度任用職員（※2） 8,801 8,581 6,684

決算額 当初予算額

歳
出

直接事業費（DC） 14,077 11,974 10,789

人
件
費

人件費合計（LC） 18,646 18,426 16,529

正職員（※3）

３ ． 事務事業評価

コスト（単位：千円）
令和1年度 令和2年度 令和4年度

決算額 決算額 当初予算額

令和3年度
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令和 年度事務事業評価3

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標

実績

目標

実績

見込 人 人 人

実績 人

見込 か所 か所 か所

実績 か所

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

10

1

活
動
②

新規消火栓設置数
10 10

活
動
①

訓練等出動人数
4,800

成
果
②

4,800 4,300

1,279

成
果
①

水防費 災害補償基金負担金

（その他 予算事業あり）

関連する
個別計画

橿原市地域防災計画

橿原市国民保護計画

　

指標名 令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

消防団運営事務費

一般会計 消防費 消防費 消防施設費 消防施設管理事務費関連する
予算事業

一般会計 消防費 消防費 広域消防費 広域消防事務費

一般会計 消防費 消防費 非常備消防費

一般会計 消防費 消防費 消防施設費 消防施設整備事業費

一般会計 消防費 消防費

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●火災や地震等の災害から市民の生命、身体及び財産の保護を図るため、奈良県広域消防組合において消防体
制の整備に努めるための費用を負担する。
●市内の消防水利の確保や、消防団の活動を支援することにより、更なる消防・防災力の強化を図る。

総合計画
の

位置づけ

政策

施策

総合戦略
の

位置づけ

基本目標（その1）

⇒ 基本的方向

基本目標（その2）

⇒ 基本的方向

3 みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち

１３　防災

事務事業分類 継続事業 義務的事務

事務事業名 消防体制維持管理事務
担当課 危機管理部危機管理課

課室長名 山本　知巳
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/0 /0 /0

/人数 /2.25 /2.25 /2.25

/2.25 /2.25 /2.25

■

今

後

の

方

向

性

今後の課題と解決への取組み 事業の方向性と資源の配分

今後の課題として、消防団の活動を支えるために、広域消防
組合との連携による災害に対する訓練や団員確保が必要であ
る。定期的な広域消防からの訓練指導や団員確保の為に、広
域消防組合との連携や広報や、ホームページ等において団員
募集案内が必要である。

方向性 現状維持

内
容

消防庁の通達でも示されているとおり、
団員確保の為にも、消防団の処遇改善に
対する措置を実施していく必要がある。資源の配分

財源 拡大する

人員 現状維持

事

業

の

効

果

高い 事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析 SDGsへの貢献

やや高い 消防団の活動を支えることが、地域の防災力向上にもつながり、災害リスクへ備えることが
できる。その為にも消防団員の確保は必要である。消防団員数については令和2年度に比べ
1名増加しており、定年や自己都合による退団があるなかで団員の増加につながったのは、
消防団員募集の周知徹底をしてきた結果である。

（169のターゲット）

やや低い

低い

実
施
し
た
事
業
内
容
（
実
績
）

令和1年度 令和2年度 令和3年度

【広域消防事務費】
奈良県広域消防組合負担金
【消防団運営事務費】
・運営交付金交付
・報酬等支給、公務災害共済補償
・団員健康診断
【消防施設管理事務費】
・消防施設の維持管理
・既存消火栓、耐震性貯水槽の維持管理
【消防施設整備事業費】
・必要となる消火栓、耐震性貯水槽の設
置
【災害補償基金負担金】
・災害発生時に係る公務災害補償

0 0

一般財源増加額（前年度比） - - 38,469

一般財源 1,414,108 1,397,906 1,452,577

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0

県支出金

その他 6,631 2,211 7,162

0 0 0

地方債 0

13,845 13,845 13,845

人件費割合（LC/TC） 0.01 0.01 0.01

総費用（TC） 1,434,584 1,413,962 1,473,584

会計年度任用職員（※2） 0 0 0

決算額 当初予算額

歳
出

直接事業費（DC） 1,420,739 1,400,117 1,459,739

人
件
費

人件費合計（LC） 13,845 13,845 13,845

正職員（※3）

３ ． 事務事業評価

コスト（単位：千円）
令和1年度 令和2年度 令和4年度

決算額 決算額 当初予算額

令和3年度
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令和 年度事務事業評価3

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標 団体 団体 団体

実績 団体

目標 人 人 人

実績 人

目標 回 回 回

実績 回

目標 回 回 回

実績 回

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

12,516

6

0

活
動
②

実務職員のための
ワークショップ開催
回数

6 6

活
動
①

職員情報伝達訓練
1

2

成
果
②

安全・安心メール登
録者数

12,000 12,500 12,600

1 1

0

成
果
①

新規災害協定締結数
2 2 2

関連する
個別計画

橿原市地域防災計画

橿原市国民保護計画

橿原市強靭化計画

指標名 令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

関連する
予算事業

一般会計 消防費 消防費 災害対策費 災害対策事業費

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●市民・行政・防災関係機関・災害協定先が連携する効果的な災害対応体制を構築し、防災教育や訓練を通じ
て職員の防災力の向上を図るとともに、災害時に必要となる機器や物資の確保に努める。
●市民に対する情報発信や自主防災会活動を支援することにより、自助・共助を中心とした地域防災力を向上
させる。

総合計画
の

位置づけ

政策

施策

総合戦略
の

位置づけ

基本目標（その1） 目標④ 安心して健康に暮らせるまちづくり

⇒ 基本的方向 ④-1 地域住民と連携したまちづくりを進めます

基本目標（その2）

⇒ 基本的方向

3 みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち

１３　防災

事務事業分類 継続事業 ソフト事業

事務事業名 災害対策事業
担当課 危機管理部危機管理課

課室長名 山本　知巳
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/0.5 /0.5 /0.5

/人数 /4.15 /4.15 /4.15

/4.65 /4.65 /4.65

■

今

後

の

方

向

性

今後の課題と解決への取組み 事業の方向性と資源の配分

備蓄物資については長期にわたる備蓄計画に沿った整備を
行っているが、国庫補助金を活用してもなお多額の予算が必
要であり、計画遂行困難な状況である。今後は可能な範囲で
計画に即した備蓄を行うことにより、市民の生命と財産の保
護につなげることはもちろんのこと、計画期間の延長も検討
しながらできる限り早期に備蓄機材等の整備実現を目指して
いく。

方向性 現状維持

内
容

今年度、自主防災組織活動補助金の見直
しを行ったため、次年度から補助金は若
干削減される。
職員の人件費についてもある一定の作業
量は必要であるため、過剰であるとは言
えない。

資源の配分

財源 現状維持

人員 現状維持

事

業

の

効

果

高い 事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析 SDGsへの貢献

やや高い 実施計画及び行政評価については、橿原市総合計画を実施するための取組項目の１つとして
明示されたものであり、本市行政の中心を成すものである。
コロナの影響もあり、実施できなかった事業もあるが、引き続き4年度においても取り組ん
でいきたい。

（169のターゲット）

やや低い 13.1

低い

実
施
し
た
事
業
内
容
（
実
績
）

令和1年度 令和2年度 令和3年度

・災害対策本部組織見直し
・協定締結の推進
・備蓄物資の整備
・新基準による洪水ハザードマップの全
戸配布
・自主防災組織への活動支援

0 0

一般財源増加額（前年度比） - - 14,631

一般財源 16,985 30,433 31,616

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 260

県支出金

その他 15,291 0 200

409 0 319

地方債 0

25,535 25,535 25,535

人件費割合（LC/TC） 0.46 0.47 0.46

総費用（TC） 58,220 55,968 57,930

会計年度任用職員（※2） 1,028 1,028 1,073

決算額 当初予算額

歳
出

直接事業費（DC） 32,685 30,433 32,395

人
件
費

人件費合計（LC） 26,563 26,563 26,608

正職員（※3）

３ ． 事務事業評価

コスト（単位：千円）
令和1年度 令和2年度 令和4年度

決算額 決算額 当初予算額

令和3年度
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令和 年度事務事業評価3

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標 件 件 件

実績 件

目標

実績

目標 灯 灯 灯

実績 灯

目標 件 件 件

実績 件

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

50

39

活
動
②

防犯電話機設置補助
件数

80 50

活
動
①

防犯灯設置補助灯数
80

642

成
果
②

82 500

109

成
果
①

市内の犯罪認知件数
（公安委員会調べ）

0 0 0

関連する
個別計画

【分野14】防犯

　

　

指標名 令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

関連する
予算事業

一般会計 総務費 総務管理費 諸費 防犯推進事業費

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●「橿原市安全で住みよいまちづくりに関する条例」に基づき、市民の安全意識の高揚と自主的な防犯活動の
推進を図る。
●防犯灯や防犯電話機設置補助をするなど生活環境の改善整備を行うことにより、犯罪の少ない、安全で住み
よい橿原市の実現を目指す。

総合計画
の

位置づけ

政策

施策

総合戦略
の

位置づけ

基本目標（その1）

⇒ 基本的方向

基本目標（その2）

⇒ 基本的方向

3 みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち

１４　防犯

事務事業分類 継続事業 ソフト事業

事務事業名 防犯推進事業
担当課 市民活動部市民協働課

課室長名 森　昭一
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/0 /0 /0

/人数 /1.85 /1.55 /1.55

/1.85 /1.55 /1.55

■

今

後

の

方

向

性

今後の課題と解決への取組み 事業の方向性と資源の配分

防犯灯の新設・再設をはじめ、犯罪を未然に防止して安全で
住みよいまちづくりのための取組を継続する。

方向性 現状維持

内
容

限られた財源を有効に活用して、防犯意
識を高める広報・啓発活動を実施する。

資源の配分

財源 現状維持

人員 現状維持

事

業

の

効

果

高い 事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析 SDGsへの貢献

やや高い 防犯灯設置及び防犯電話機購入設置補助金を交付して生活基盤を整備することによって、市
民生活の安全・防犯意識の高揚を図ることができた。

（169のターゲット）

やや低い

低い

実
施
し
た
事
業
内
容
（
実
績
）

令和1年度 令和2年度 令和3年度

・自治会に対する防犯灯設置及び高齢者
を狙った特殊詐欺等の被害未然防止のた
めの防犯電話機購入設置補助事業・鉄道
駅前の防犯カメラの運用及び維持管理・
市民の安全対策を推進する「生活安全推
進協議会」の開催・市民の生活安全に関
し、市民等に対する情報提供及び自主防
犯活動への普及啓発
・防犯施策に関する警察、関係機関との
連携事業・橿原警察署、橿原市、高取
町、明日香村で構成する防犯協議会及び
暴力団追放協議会の共同事業の実施、運
営

0 0

一般財源増加額（前年度比） - - -543

一般財源 9,198 9,192 8,655

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0

県支出金

その他 0 0 0

0 0 0

地方債 0

11,384 9,538 9,538

人件費割合（LC/TC） 0.55 0.51 0.52

総費用（TC） 20,582 18,730 18,193

会計年度任用職員（※2） 0 0 0

決算額 当初予算額

歳
出

直接事業費（DC） 9,198 9,192 8,655

人
件
費

人件費合計（LC） 11,384 9,538 9,538

正職員（※3）

３ ． 事務事業評価

コスト（単位：千円）
令和1年度 令和2年度 令和4年度

決算額 決算額 当初予算額

令和3年度
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令和 年度事務事業評価3

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標 件 件 件

実績 件

目標

実績

目標 人 人 人

実績 人

目標

実績

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

活
動
②

活
動
①

消費生活セミナー、
出前講座等の受講者
数

1,000

620

成
果
②

0 0

0

成
果
①

消費生活相談件数
650 650 650

関連する
個別計画

【分野14】防犯

　

　

指標名 令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

関連する
予算事業

一般会計 総務費 総務管理費 消費者対策費 消費者問題対策事業費

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●安全で豊かな消費生活を安定的に送れる社会、消費者一人ひとりが自分の利益だけでなく、社会全体の発展
と改善に繋がるように積極的、主体的に行動できる「消費者市民社会」を目指し、消費者問題啓発・消費者教
育を充実させる。
●市民の消費者被害からの救済、被害の未然防止・拡大防止を目的とし、団体の活動を支援することにより、
消費者自らが消費者として意識を向上させ「賢い消費者」として自立できるよう後方支援を行う。

総合計画
の

位置づけ

政策

施策

総合戦略
の

位置づけ

基本目標（その1）

⇒ 基本的方向

基本目標（その2）

⇒ 基本的方向

3 みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち

１４　防犯

事務事業分類 継続事業 ソフト事業

事務事業名 消費者問題対策事業
担当課 市民活動部市民協働課

課室長名 森　昭一
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/2 /5 /2

/人数 /1.55 /1.45 /1.45

/3.55 /6.45 /3.45

■

今

後

の

方

向

性

今後の課題と解決への取組み 事業の方向性と資源の配分

消費者ニーズが多様化し、複雑な消費者トラブルが増加しつ
つある中、消費者被害の未然防止・拡大防止に取り組み、消
費者自らが「賢い消費者」として自立できるよう支援を行
う。

方向性 現状維持

内
容

限られた財源・人員を効果的に活用し、
持続可能な社会づくりに努める。

資源の配分

財源 現状維持

人員 現状維持

事

業

の

効

果

高い 事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析 SDGsへの貢献

やや高い 安全で豊かな消費生活を安定的に送れる社会を目指して、社会全体の発展と改善に繋がるよ
うに積極的、主体的に行動できる「消費者市民社会」につなげることができた。また、市民
の消費者被害からの救済、被害の未然防止・拡大防止を目的とし、相談体制の充実・団体の
活動を支援することによって、消費者の意識向上ができた。

（169のターゲット）

やや低い

低い

実
施
し
た
事
業
内
容
（
実
績
）

令和1年度 令和2年度 令和3年度

・消費生活センターにおいて消費生活相
談を実施することにより、市民に対する
消費生活に関する助言や苦情処理のため
のあっせん等を行う。・消費者被害の
然・拡大防止に向けて、広報・ホーム
ページ・啓発チラシ等を活用して啓発活
動を行う。・消費者学級の運営活動に対
する補助金交付、協力、支援

0 0

一般財源増加額（前年度比） - - 129

一般財源 5,372 4,868 5,501

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0

県支出金

その他 0 0 0

225 0 161

地方債 0

9,538 8,922 8,922

人件費割合（LC/TC） 0.94 0.97 0.96

総費用（TC） 15,135 13,790 14,584

会計年度任用職員（※2） 4,618 4,490 5,052

決算額 当初予算額

歳
出

直接事業費（DC） 5,597 4,868 5,662

人
件
費

人件費合計（LC） 14,156 13,412 13,974

正職員（※3）

３ ． 事務事業評価

コスト（単位：千円）
令和1年度 令和2年度 令和4年度

決算額 決算額 当初予算額

令和3年度
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令和 年度事務事業評価3

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標 ｋｍ ｋｍ ｋｍ

実績 ｋｍ

目標 人 人 人

実績 人

目標 円 円 円

実績 円

目標 円 円 円

実績 円

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

30,007

31,000,000

23,712,623

活
動
②

運行補助金
31,000,000 31,000,000

活
動
①

コミュニティバス運
行収入

4,800,000

42.6

成
果
②

コミュニティバス利
用者数

33,000 28,000 33,000

4,170,000 4,800,000

4,465,336

成
果
①

公共バス路線延長
42.6 42.6 42.6

関連する
個別計画

橿原市都市計画マスタープラン

橿原市内史跡名勝保存活用計画

橿原市観光基本計画

指標名 令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

関連する
予算事業

一般会計 総務費 総務管理費 諸費 地域交通網整備事業費

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●安全で快適な交通環境の実現のため、既存地域路線バスの運行助成を行い運行を維持する。
●交通不便地域解消や高齢者等の日常移動手段確保を目的として、コミュニティバスを効率的に運行する。

総合計画
の

位置づけ

政策

施策

総合戦略
の

位置づけ

基本目標（その1）

⇒ 基本的方向

基本目標（その2）

⇒ 基本的方向

3 みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち

１５　交通

事務事業分類 継続事業 ソフト事業

事務事業名 地域交通網整備事業
担当課 まちづくり部都市計画課

課室長名 西岡　幹雄
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/0 /0 /0

/人数 /1 /1 /1.85

/1 /1 /1.85

■

今

後

の

方

向

性

今後の課題と解決への取組み 事業の方向性と資源の配分

コロナ禍により、利用者が減少したが、その後、テレワーク
やオンライン授業といった、生活スタイルの変化・定着によ
り利用者が元に戻っていない。現状の移動需要等を調査・整
理し、利用者や地域住民と一体となり、今後の市の公共交通
のあり方、取り組みを示した公共交通計画を策定する。

方向性 現状維持

内
容

公共交通を確保・維持すべく、公共交通
計画に策定し目標を設定する。目標達成
のための課題解決や地域住民の要望解決
には多くの費用と時間と経験が不可欠で
あり、現状では不足していると考える。

資源の配分

財源 拡大する

人員 拡大する

事

業

の

効

果

高い 事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析 SDGsへの貢献

やや高い 公共交通は市民の生活の足となっており、そのバス路線の維持ができている。
令和３年度は、国庫補助の増額等により現状維持できているが、利用促進・増進策はコロナ
禍でもあり実施が難しい。

（169のターゲット）

やや低い 11.2

低い

実
施
し
た
事
業
内
容
（
実
績
）

令和1年度 令和2年度 令和3年度

公共交通を確保・維持すべく、既存バス
路線の認知を高め（コミュニティバス内
にデジタルサイネージの設置し沿線ＰＲ
の実施）、利用者を増加させる取り組み
をした。
民間事業者の路線との取り合いとならな
い程度で、利用促進キャンペーン(高校
に通学する生徒952名に割引乗車券を配
布）を行い、利用者増加様々な周知媒体
を通じて、路線の認知度をあげた。（コ
ミュニティバス30,007人、地域路線バ
ス利用者数134,318人）

0 0

一般財源増加額（前年度比） - - 2,727

一般財源 62,869 53,292 65,596

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0

県支出金

その他 180 101 6,283

0 0 0

地方債 0

6,153 6,153 11,384

人件費割合（LC/TC） 0.09 0.10 0.14

総費用（TC） 69,202 59,546 83,263

会計年度任用職員（※2） 0 0 0

決算額 当初予算額

歳
出

直接事業費（DC） 63,049 53,393 71,879

人
件
費

人件費合計（LC） 6,153 6,153 11,384

正職員（※3）

３ ． 事務事業評価

コスト（単位：千円）
令和1年度 令和2年度 令和4年度

決算額 決算額 当初予算額

令和3年度
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令和 年度事務事業評価3

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標 箇所 箇所 箇所

実績 箇所

目標

実績

目標 円 円 円

実績 円

目標

実績

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

活
動
②

活
動
①

駐車場料金収入
100,000,000

4

成
果
②

104,972,000 104,972,000

112,860,150

成
果
①

市営駐車場数
4 4 4

関連する
個別計画

橿原市都市計画マスタープラン

　

　

指標名 令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

関連する
予算事業

一般会計 土木費 都市計画費 都市施設管理費 自動車駐車場管理運営費

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●道路交通の円滑化を図り都市機能の維持に寄与するため、駅前４か所に設置している駐車場を管理運営す
る。
●駐車場設置当初より駅周辺環境は変わっており、コインパーキングの台頭などにより使用料収入の増収が見
込まれないなど市営駐車場の経営環境は悪化している。
●近年、収入・利用者数は微減である。駐車場の利便性は低下させずに現状を維持していく。

総合計画
の

位置づけ

政策

施策

総合戦略
の

位置づけ

基本目標（その1）

⇒ 基本的方向

基本目標（その2）

⇒ 基本的方向

3 みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち

１５　交通

事務事業分類 継続事業 施設一体型管理活用事業（直営）

事務事業名 駐車場管理活用事業
担当課 まちづくり部都市計画課

課室長名 西岡　幹雄
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/0 /0 /0

/人数 /0.95 /0.95 /1.25

/0.95 /0.95 /1.25

■

今

後

の

方

向

性

今後の課題と解決への取組み 事業の方向性と資源の配分

鉄道利用者や周辺施設利用者の利便性を確保するため、施設
の維持管理を継続して行っていく。
八木駅前北駐車場については、建設から相当年数経過してい
るため、建物の劣化診断を行い適正な建物管理に繋げたい。

方向性 現状維持

内
容

長期継続契約している駐車場管理業務の
期間満了並びに更新時に、より効率的な
運営を行うための見直しを図れるよう検
討を続ける。建物劣化診断を行うため財
源の拡大が必要。職員の人件費について
は、一定の作業量が必要であるため、過
剰とは言えない。

資源の配分

財源 拡大する

人員 現状維持

事

業

の

効

果

高い 事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析 SDGsへの貢献

やや高い 成果指標としている駐車場料金収入については目標値を超える増収となった。
新型コロナウイルス感染拡大の影響が続いている中、社会情勢として鉄道利用の回復傾向が
見られており、駅に隣接して立地している各市営駐車場が鉄道利用者等の利便につながって
いると考えられるため、相乗効果的に円滑な道路交通に寄与しているとみられる。

（169のターゲット）

やや低い 11.2

低い

実
施
し
た
事
業
内
容
（
実
績
）

令和1年度 令和2年度 令和3年度

各駐車場の施設や機器等について定期的
に保守点検を行うとともに、経年劣化の
見られる消防設備等の設備の修繕を行っ
た。管理運営については、令和3年6月
より長期継続契約を締結した。

0 0

一般財源増加額（前年度比） - - 10,638

一般財源 0 4,614 10,638

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0

県支出金

その他 123,158 113,154 104,978

0 0 0

地方債 0

5,846 5,846 7,692

人件費割合（LC/TC） 0.05 0.05 0.06

総費用（TC） 129,004 123,614 123,308

会計年度任用職員（※2） 0 0 0

決算額 当初予算額

歳
出

直接事業費（DC） 123,158 117,768 115,616

人
件
費

人件費合計（LC） 5,846 5,846 7,692

正職員（※3）

３ ． 事務事業評価

コスト（単位：千円）
令和1年度 令和2年度 令和4年度

決算額 決算額 当初予算額

令和3年度
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令和 年度事務事業評価3

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標 箇所 箇所 箇所

実績 箇所

目標

実績

目標 円 円 円

実績 円

目標 台 台 台

実績 台

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

140,000

144,314

活
動
②

一時利用台数
150,000 140,000

活
動
①

料金収入
95,000,000

13

成
果
②

88,092,000 88,092,000

91,443,440

成
果
①

駐輪場数
13 12 12

関連する
個別計画

橿原市都市計画マスタープラン

　

　

指標名 令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

関連する
予算事業

一般会計 土木費 都市計画費 都市施設管理費 自転車駐車場管理運営費

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●道路交通の円滑化を図り市民に公共交通の利用を促すことで渋滞緩和を目指すと共に、自転車利用者の利便
性の向上に寄与するため、駅前１８か所の駐輪場を設置し管理運営する。
●今後、少子高齢化やテレワーク・オンライン授業の普及など、通勤通学による自転車の利用機会の減少が予
想される。使用料収入が見込まれないなか、施設の無人化や統廃合などのコストの削減により駐輪場機能を維
持していく。

総合計画
の

位置づけ

政策

施策

総合戦略
の

位置づけ

基本目標（その1）

⇒ 基本的方向

基本目標（その2）

⇒ 基本的方向

3 みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち

１５　交通

事務事業分類 継続事業 施設一体型管理活用事業（直営）

事務事業名 自転車駐車場管理活用事業
担当課 まちづくり部都市計画課

課室長名 西岡　幹雄
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/0 /0 /0

/人数 /0.95 /0.95 /1.25

/0.95 /0.95 /1.25

■

今

後

の

方

向

性

今後の課題と解決への取組み 事業の方向性と資源の配分

事業の目的を果たすため利用環境の維持を図りつつも、自転
車利用者が全体的に減少傾向にありまた近隣駅の利用者数や
周辺環境に差がある中、全ての自転車駐車場で同じような運
営形態や利用促進を目指すのではなく、それぞれの状況に則
して必要かつ効率的な管理形態を検討する必要がある。

方向性 現状維持

内
容

長期継続契約している自転車駐車場管理
業務の期間満了並びに更新時に、より効
率的な運営を行うための見直しを図れる
よう検討を続ける。職員の人件費につい
ては、将来の転換に向けて施設一つ一つ
の運営マネジメントを行う必要があり、
現状では不足していると考える。

資源の配分

財源 現状維持

人員 拡大する

事

業

の

効

果

高い 事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析 SDGsへの貢献

やや高い 成果指標としている定期利用台数については目標値を下回っているものの、新型コロナウイ
ルス感染拡大の影響が続いている中、社会情勢として鉄道利用の回復傾向が見られており、
駅に隣接して立地している各市営自転車駐車場が鉄道利用者等の利便につながっていると考
えられるため、相乗効果的に円滑な道路交通に寄与しているとみられる。

（169のターゲット）

やや低い 11.2

低い

実
施
し
た
事
業
内
容
（
実
績
）

令和1年度 令和2年度 令和3年度

各自転車駐車場の施設や機器等について
は定期的に保守点検を行い、経年劣化の
見られる消防設備等の修繕を行った。
管理運営について、令和3年6月より長
期継続契約を締結した。この際、一部の
自転車駐車場の休廃止、無料開放などの
合理化を行い、事業費の削減を図った。
耳成駅前自転車駐車場について、将来の
運営費用のため、隣地に自転車置場を整
備した。

0 0

一般財源増加額（前年度比） - - 31,674

一般財源 77,676 95,489 109,350

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0

県支出金

その他 111,274 91,443 88,126

0 0 0

地方債 0

5,846 5,846 7,692

人件費割合（LC/TC） 0.03 0.03 0.04

総費用（TC） 194,796 192,778 205,168

会計年度任用職員（※2） 0 0 0

決算額 当初予算額

歳
出

直接事業費（DC） 188,950 186,932 197,476

人
件
費

人件費合計（LC） 5,846 5,846 7,692

正職員（※3）

３ ． 事務事業評価

コスト（単位：千円）
令和1年度 令和2年度 令和4年度

決算額 決算額 当初予算額

令和3年度
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令和 年度事務事業評価3

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標 件 件 件

実績 件

目標

実績

目標 台 台 台

実績 台

目標 回 回 回

実績 回

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

60

89

活
動
②

交通安全教室実施回
数

60 60

活
動
①

放置自転車数
2,000

219

成
果
②

2,000 1,900

1,434

成
果
①

放置自転車の撤去し
た台数

250 250 240

関連する
個別計画

橿原市教育大綱

　

　

指標名 令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

関連する
予算事業

一般会計 総務費 総務管理費 交通安全対策費 交通安全推進事業費

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●安全で快適な交通環境実現のため、各種交通安全対策を講じることにより交通安全意識を向上させ、さらな
る安心・安全な地域社会の実現に寄与することを目的とする。
●自転車利用のマナー向上、放置自転車等の撤去に取り組み、駅周辺の駐輪に関する交通安全、またや都市景
観など様々な問題解決にあたります。

総合計画
の

位置づけ

政策

施策

総合戦略
の

位置づけ

基本目標（その1）

⇒ 基本的方向

基本目標（その2）

⇒ 基本的方向

3 みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち

１５　交通

事務事業分類 継続事業 ソフト事業

事務事業名 交通安全推進事業
担当課 まちづくり部都市計画課

課室長名 西岡　幹雄
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/2 /2 /2

/人数 /0.9 /0.9 /1.65

/2.9 /2.9 /3.65

■

今

後

の

方

向

性

今後の課題と解決への取組み 事業の方向性と資源の配分

交通安全に対する啓発活動や放置自転車等の撤去等を継続し
て行うことにより、安心・安全な地域社会の実現を目指す。

方向性 現状維持

内
容

財源、人員を維持しながら、交通安全活
動等を継続し地域住民の意識を高める。

資源の配分

財源 現状維持

人員 現状維持

事

業

の

効

果

高い 事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析 SDGsへの貢献

やや高い 交通指導員が交通安全教育を講じることにより、地域住民の交通規則に対する関心や意識の
向上に寄与している。また放置自転車等の撤去や告知により、自転車利用マナーの向上及び
都市景観の維持につながっている。

（169のターゲット）

やや低い 11.2

低い

実
施
し
た
事
業
内
容
（
実
績
）

令和1年度 令和2年度 令和3年度

橿原地区交通対策協議会において、橿原
警察署や交通安全協会、交通安全保護者
の会と連携し、春秋の交通安全運動期間
に合わせて交通安全啓発事業を実施し
た。
交通指導員を中心に交通安全教室を実施
した。
（小学校54回、幼保育園34回、児童ク
ラブ1回）
自転車等放置禁止区域について、告知看
板及び警告標示路面ステッカー等の点
検・整備を行うとともに放置自転車等の
撤去業務を実施した。
（警告1,442台、撤去219台、返還123
台）

0 0

一般財源増加額（前年度比） - - -2,140

一般財源 16,230 14,965 14,090

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0

県支出金

その他 500 294 500

0 0 0

地方債 0

5,538 5,538 10,153

人件費割合（LC/TC） 0.47 0.50 0.61

総費用（TC） 22,268 20,797 24,743

会計年度任用職員（※2） 4,918 4,918 4,918

決算額 当初予算額

歳
出

直接事業費（DC） 16,730 15,259 14,590

人
件
費

人件費合計（LC） 10,456 10,456 15,071

正職員（※3）

３ ． 事務事業評価

コスト（単位：千円）
令和1年度 令和2年度 令和4年度

決算額 決算額 当初予算額

令和3年度
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令和 年度事務事業評価3

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標

実績

目標

実績

見込 件 件 件

実績 件

見込 件 件 件

実績 件

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

1,300

1,583

活
動
②

年間占用等申請件数
1,300 1,300

活
動
①

年間明示立会件数
200

成
果
②

200 200

160

成
果
①

道路維持費 道路維持管理費（繰越明許）

関連する
個別計画

　

　

　

指標名 令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

道路管理事務費

一般会計 土木費 道路橋梁費 道路維持費 道路維持管理費関連する
予算事業

一般会計 土木費 土木管理費 土木総務費 土木管理事務費

一般会計 土木費 道路橋梁費 道路橋梁総務費

一般会計 土木費 土木管理費 土木総務費 地籍調査事業費

一般会計 土木費 道路橋梁費

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●市道路及び里道水路をはじめとする行政財産を、関係法令等に基づき公有財産として適切に管理する。
●道路や地下歩道・歩道橋・駅前広場等の公共施設を適切に維持管理し、市民の安全で快適な生活環境を目指
す。
●道路法に基づく市道路区域内に残存する個人登記名義の土地を橿原市名義に登記処理を行うことにより、道
路管理権の確立と市道路の適切な財産管理を行う。
●国土調査法に基づき、調査エリアにおいて土地調査及び測量作業を行う。

総合計画
の

位置づけ

政策

施策

総合戦略
の

位置づけ

基本目標（その1）

⇒ 基本的方向

基本目標（その2）

⇒ 基本的方向

3 みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち

１６　道路・橋梁・河川

事務事業分類 継続事業 義務的事務

事務事業名 道路管理事務
担当課 まちづくり部建設管理課

課室長名 奥　誠
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/1 /0 /1

/人数 /11.2 /1.5 /10.8

/12.2 /1.5 /11.8

■

今

後

の

方

向

性

今後の課題と解決への取組み 事業の方向性と資源の配分

管理を推進していくため市民と協働できる事業を検討し、良
好な維持管理を行っていくことが必要である

方向性 現状維持

内
容

施設を良好に管理するため、今後とも適
正に事務事業を執行していくためにも、
資源の配分について過剰であるとは言え
ない

資源の配分

財源 現状維持

人員 現状維持

事

業

の

効

果

高い 事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析 SDGsへの貢献

やや高い 施設の安全確保のための、維持管理及び住環境の保全のため、必要不可欠な事業である。
良好に管理するため適正に事業を遂行している

（169のターゲット）

やや低い

低い

実
施
し
た
事
業
内
容
（
実
績
）

令和1年度 令和2年度 令和3年度

市道路及び里道水路をはじめとする行政
財産を、道路法等の関係法令により適切
な管理を行う。
市道路区域内に残存する個人名義の土地
について、利害関係人に対し橿原市へ名
義変更をすることに協力理解を求め登記
処理を行う。
道路において、舗装工事、擁壁設置工事
等の整備工事を行う。
各管理施設において、清掃、植栽管理、
照明等の維持管理を行う。
地籍調査により、一筆地毎の土地の境界
を確認及び測量し、登記記録の内容を正
確なものにする。

0 0

一般財源増加額（前年度比） - - -80,917

一般財源 314,517 294,895 233,600

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

財
源
内
訳

国庫支出金 4,200 4,200 1,700

県支出金

その他 1,833 2,188 63,185

2,100 2,100 850

地方債 0

68,914 9,230 66,453

人件費割合（LC/TC） 0.18 0.03 0.19

総費用（TC） 391,564 312,613 365,788

会計年度任用職員（※2） 1,794 0 1,794

決算額 当初予算額

歳
出

直接事業費（DC） 322,650 303,383 299,335

人
件
費

人件費合計（LC） 70,708 9,230 68,247

正職員（※3）

３ ． 事務事業評価

コスト（単位：千円）
令和1年度 令和2年度 令和4年度

決算額 決算額 当初予算額

令和3年度
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令和 年度事務事業評価3

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標

実績

目標

実績

見込 橋 橋 橋

実績 橋

見込

実績

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

活
動
②

活
動
①

橋梁維持修繕工事
（設計委託等含）

30

成
果
②

30 30

37

成
果
①

関連する
個別計画

　

　

　

指標名 令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

橋梁整備事業費（繰越明許）

関連する
予算事業

一般会計 土木費 道路橋梁費 橋梁維持費 橋梁整備事業費

一般会計 土木費 道路橋梁費 橋梁維持費

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●橋梁等の長寿命化により、トータルコストの縮減や予算の平準化を図り、安定した修繕工事を実施すること
で、市民の安全で快適な生活環境を目指す。

総合計画
の

位置づけ

政策

施策

総合戦略
の

位置づけ

基本目標（その1）

⇒ 基本的方向

基本目標（その2）

⇒ 基本的方向

3 みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち

１６　道路・橋梁・河川

事務事業分類 継続事業 義務的事務

事務事業名 橋梁管理事務
担当課 まちづくり部建設管理課

課室長名 奥　誠
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/0 /0 /0

/人数 /2.8 /1.5 /2.65

/2.8 /1.5 /2.65

■

今

後

の

方

向

性

今後の課題と解決への取組み 事業の方向性と資源の配分

市民が安全に快適な環境で生活するために継続して行わなけ
ればならない事業である。今後の事業の進捗を考えたとき、
予算や従事者増員の検討が必要である

方向性 現状維持

内
容

点検結果に基づき計画的に事業を行って
おり、資源の配分についても過剰である
とは言えない資源の配分

財源 現状維持

人員 現状維持

事

業

の

効

果

高い 事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析 SDGsへの貢献

やや高い 計画に基づき整備を行っているが、劣化箇所等の整備も行いながら、緊急に安全対策の必要
がある箇所も行うこともあり、計画通りの遂行でない場合もある。
安全性を高めることにより、快適な生活が可能なため必要不可欠な事業である。

（169のターゲット）

やや低い

低い

実
施
し
た
事
業
内
容
（
実
績
）

令和1年度 令和2年度 令和3年度

平成26年7月に「道路法施行規則の一部
を改正する省令」が施行され、橋梁等に
ついては、近接目視により、5年に1回
の頻度で定期点検を実施することが義務
付けられたことを基に点検を行い、点検
の結果、補修か所があれば年次計画を立
て工事を実施する。

79,500 86,500

一般財源増加額（前年度比） - - -11,000

一般財源 35,005 32,336 24,005

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

財
源
内
訳

国庫支出金 156,200 134,541 132,000

県支出金

その他 0 0 0

0 0 0

地方債 95,300

17,229 9,230 16,306

人件費割合（LC/TC） 0.06 0.04 0.06

総費用（TC） 303,734 255,607 258,811

会計年度任用職員（※2） 0 0 0

決算額 当初予算額

歳
出

直接事業費（DC） 286,505 246,377 242,505

人
件
費

人件費合計（LC） 17,229 9,230 16,306

正職員（※3）

３ ． 事務事業評価

コスト（単位：千円）
令和1年度 令和2年度 令和4年度

決算額 決算額 当初予算額

令和3年度
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令和 年度事務事業評価3

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標

実績

目標

実績

目標 件 件 件

実績 件

目標 か所 か所 か所

実績 か所

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

50

25

活
動
②

カーブミラー新規設
置

50 50

活
動
①

交通安全施設整備工
事

3

成
果
②

3 3

3

成
果
①

関連する
個別計画

　

　

　

指標名 令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

一般会計 土木費 道路橋梁費 交通安全施設費 交通安全施設整備事業費（繰越明許）関連する
予算事業

一般会計 土木費 道路橋梁費 交通安全施設費 交通安全施設整備事業費

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●交通安全施設の整備工事を行い、安全性を高めることにより、快適な市民生活を目指す。
●児童が安全に利用できるよう通学路を整備する。

総合計画
の

位置づけ

政策

施策

総合戦略
の

位置づけ

基本目標（その1） 目標④ 安心して健康に暮らせるまちづくり

⇒ 基本的方向 ④-1 地域住民と連携したまちづくりを進めます

基本目標（その2）

⇒ 基本的方向

3 みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち

１６　道路・橋梁・河川

事務事業分類 継続事業 ハード事業

事務事業名 交通安全施設整備事業
担当課 まちづくり部建設管理課

課室長名 奥　誠
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/0 /0 /0

/人数 /3 /1.5 /2.55

/3 /1.5 /2.55

■

今

後

の

方

向

性

今後の課題と解決への取組み 事業の方向性と資源の配分

交通の安全確保のため交通安全対策は必要であり、地元から
のニーズも高く、計画的に安全対策を進めなければいけな
い。市民の安全確保のため従業員の増員や予算の確保が必要
である。

方向性 現状維持

内
容

交通安全対策は必要であり、交通量の増
加に伴い安全対策も継続的に増加が見込
まれるため、資源の配分について過剰で
あるとは言えない

資源の配分

財源 現状維持

人員 現状維持

事

業

の

効

果

高い 事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析 SDGsへの貢献

やや高い 計画に基づき整備を行っているが、緊急に安全対策を求められることも多いが、計画通りに
遂行できている。
安全性をたかめことにより、快適な生活が可能なため必要不可欠な事業である。

（169のターゲット）

やや低い 11.2

低い

実
施
し
た
事
業
内
容
（
実
績
）

令和1年度 令和2年度 令和3年度

市道における歩道整備工事と防護柵・区
画線設置、また、歩車道の段差解消のた
めバリアフリー工事を行う。

19,400 1,400

一般財源増加額（前年度比） - - -3,625

一般財源 27,529 5,833 23,904

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

財
源
内
訳

国庫支出金 22,775 1,610 0

県支出金

その他 0 0 0

0 0 0

地方債 22,300

18,459 9,230 15,691

人件費割合（LC/TC） 0.20 0.26 0.38

総費用（TC） 91,063 36,073 40,995

会計年度任用職員（※2） 0 0 0

決算額 当初予算額

歳
出

直接事業費（DC） 72,604 26,843 25,304

人
件
費

人件費合計（LC） 18,459 9,230 15,691

正職員（※3）

３ ． 事務事業評価

コスト（単位：千円）
令和1年度 令和2年度 令和4年度

決算額 決算額 当初予算額

令和3年度
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令和 年度事務事業評価3

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標

実績

目標

実績

目標

実績

目標

実績

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

活
動
②

活
動
①

成
果
②

成
果
①

関連する
個別計画

社会資本総合整備計画

　

　

指標名 令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

関連する
予算事業

一般会計 土木費 道路橋梁費 道路新設改良費 道路新設改良事業費【道路河川課】

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●社会資本整備総合交付金事業による道路整備や、狭あい道路の整備を計画的かつ効率的に進める。
●安全で快適な道路網の整備促進のため、関係機関との連携を図り、要望活動等を行う。

総合計画
の

位置づけ

政策

施策

総合戦略
の

位置づけ

基本目標（その1） 目標① 地の利を活かしたしごとの場づくり

⇒ 基本的方向 ①-1 企業誘致や起業支援を進めます

基本目標（その2）

⇒ 基本的方向

3 みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち

１６　道路・橋梁・河川

事務事業分類 継続事業 ハード事業

事務事業名 道路新設・改良事業
担当課 まちづくり部道路河川課

課室長名 西村　達也
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/0 /0 /0

/人数 /5.7 /5.7 /4.3

/5.7 /5.7 /4.3

■

今

後

の

方

向

性

今後の課題と解決への取組み 事業の方向性と資源の配分

社会情勢の変化等に応じ将来を見越した事業を展開する。
令和4度奈良県国道連絡会の上部組織である近畿国道連絡会
の会長市として決起集会、意見交換会の事務運営を行い、政
府や国会議員への要望活動等を行う。

方向性 現状維持

内
容

市内の道路において、まだまだ快適な道
路環境とは言えず、引き続き計画的に整
備を行う。資源の配分

財源 拡大する

人員 拡大する

事

業

の

効

果

高い 事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析 SDGsへの貢献

やや高い 歩道の設置による歩行者の安全を確保し、道路新設による渋滞の緩和、狭あい道路の拡幅に
よる車両事故の減少に効果がある。

（169のターゲット）

やや低い

低い

実
施
し
た
事
業
内
容
（
実
績
）

令和1年度 令和2年度 令和3年度

社会資本整備総合交付金事業計画により
道路新設改良工事を実施する。
その他道路の新設、拡幅、交差点改良等
を行う。
奈良県国道連絡会・南阪奈道路整備促進
期成同盟会の事務局として整備促進を図
る。

193,000 106,300

一般財源増加額（前年度比） - - -23,515

一般財源 37,816 -97,890 14,301

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

財
源
内
訳

国庫支出金 117,760 64,871 45,000

県支出金

その他 0 0 0

0 23,633 0

地方債 285,700

35,073 35,073 26,458

人件費割合（LC/TC） 0.07 0.16 0.14

総費用（TC） 476,349 218,687 192,059

会計年度任用職員（※2） 0 0 0

決算額 当初予算額

歳
出

直接事業費（DC） 441,276 183,614 165,601

人
件
費

人件費合計（LC） 35,073 35,073 26,458

正職員（※3）

３ ． 事務事業評価

コスト（単位：千円）
令和1年度 令和2年度 令和4年度

決算額 決算額 当初予算額

令和3年度
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令和 年度事務事業評価3

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標

実績

目標

実績

目標

実績

目標

実績

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

活
動
②

活
動
①

成
果
②

成
果
①

関連する
個別計画

　

　

　

指標名 令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

関連する
予算事業

一般会計 土木費 道路橋梁費 橋梁新設改良費 橋梁新設改良事業費

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●橋梁の架け替え工事により、市民がより安全に暮らせる道路空間の整備を行う。

総合計画
の

位置づけ

政策

施策

総合戦略
の

位置づけ

基本目標（その1）

⇒ 基本的方向

基本目標（その2）

⇒ 基本的方向

3 みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち

１６　道路・橋梁・河川

事務事業分類 継続事業 ハード事業

事務事業名 橋梁新設・改良事業
担当課 まちづくり部道路河川課

課室長名 西村　達也
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/0 /0 /0

/人数 /0.35 /0.35 /1.1

/0.35 /0.35 /1.1

■

今

後

の

方

向

性

今後の課題と解決への取組み 事業の方向性と資源の配分

国や関連機関との調整を密にし、情報を共有する。 方向性 現状維持

内
容

引き続き国と連携し事業を継続する。

資源の配分

財源 現状維持

人員 現状維持

事

業

の

効

果

高い 事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析 SDGsへの貢献

やや高い 国とのアロケーションにより、従前より機能が増加し、より安全な道路空間となる。 （169のターゲット）

やや低い

低い

実
施
し
た
事
業
内
容
（
実
績
）

令和1年度 令和2年度 令和3年度

京奈和自動車道整備に伴う国とのアロ
ケーションにより、橋梁の架け替え工事
を行う。

0 43,500

一般財源増加額（前年度比） - - 287

一般財源 4,613 8,757 4,900

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0

県支出金

その他 0 0 0

0 0 0

地方債 40,900

2,154 2,154 6,769

人件費割合（LC/TC） 0.05 0.20 0.12

総費用（TC） 47,667 10,911 55,169

会計年度任用職員（※2） 0 0 0

決算額 当初予算額

歳
出

直接事業費（DC） 45,513 8,757 48,400

人
件
費

人件費合計（LC） 2,154 2,154 6,769

正職員（※3）

３ ． 事務事業評価

コスト（単位：千円）
令和1年度 令和2年度 令和4年度

決算額 決算額 当初予算額

令和3年度
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令和 年度事務事業評価3

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標

実績

目標

実績

目標

実績

目標

実績

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

活
動
②

活
動
①

成
果
②

成
果
①

関連する
個別計画

　

　

　

指標名 令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

河川維持補修費

一般会計 消防費 消防費 水防費 水防資材等整備事業費関連する
予算事業

一般会計 土木費 河川費 河川改良費 河川改良事業費

一般会計 土木費 河川費 河川改良費

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●河川改良事業として、準用河川管理堤防の保全のための整備を行う。
●河川維持補修事業として、適切な維持管理を図る。
●水防資材等整備として、土のうを備蓄し台風シーズンにおける資材の準備・点検を行う。

総合計画
の

位置づけ

政策

施策

総合戦略
の

位置づけ

基本目標（その1）

⇒ 基本的方向

基本目標（その2）

⇒ 基本的方向

3 みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち

１６　道路・橋梁・河川

事務事業分類 継続事業 ハード事業

事務事業名 河川維持・改良事業
担当課 まちづくり部道路河川課

課室長名 西村　達也
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/0 /0 /0

/人数 /0.5 /0.5 /1.05

/0.5 /0.5 /1.05

■

今

後

の

方

向

性

今後の課題と解決への取組み 事業の方向性と資源の配分

市民が安全で安心に暮らせる河川環境を目指す。 方向性 現状維持

内
容

今後も河川機能維持のため、継続する必
要がある。

資源の配分

財源 現状維持

人員 現状維持

事

業

の

効

果

高い 事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析 SDGsへの貢献

やや高い 準用河川や雨水貯留施設を適切に維持管理することで、機能や環境が守られる。 （169のターゲット）

やや低い

低い

実
施
し
た
事
業
内
容
（
実
績
）

令和1年度 令和2年度 令和3年度

・準用河川について、機能維持や安全対
策のため、浚渫や除草、防護柵の設置を
行う。
・土のうを製作し、水害時に備える。

0 0

一般財源増加額（前年度比） - - -541

一般財源 11,838 10,723 11,297

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0

県支出金

その他 0 0 0

0 0 0

地方債 0

3,077 3,077 6,461

人件費割合（LC/TC） 0.21 0.22 0.36

総費用（TC） 14,915 13,800 17,758

会計年度任用職員（※2） 0 0 0

決算額 当初予算額

歳
出

直接事業費（DC） 11,838 10,723 11,297

人
件
費

人件費合計（LC） 3,077 3,077 6,461

正職員（※3）

３ ． 事務事業評価

コスト（単位：千円）
令和1年度 令和2年度 令和4年度

決算額 決算額 当初予算額

令和3年度
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令和 年度事務事業評価3

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標

実績

目標

実績

目標

実績

目標

実績

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

活
動
②

活
動
①

成
果
②

成
果
①

関連する
個別計画

　

　

　

指標名 令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

関連する
予算事業

一般会計 土木費 河川費 排水路維持費 下排水路維持管理費

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●市内全域において、水路改修や排水管の清掃など維持管理に努めながら排水機能を高め、流下機能の改善を
図る。

総合計画
の

位置づけ

政策

施策

総合戦略
の

位置づけ

基本目標（その1）

⇒ 基本的方向

基本目標（その2）

⇒ 基本的方向

3 みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち

１６　道路・橋梁・河川

事務事業分類 継続事業 ハード事業

事務事業名 下排水路整備・維持管理事業
担当課 まちづくり部道路河川課

課室長名 西村　達也
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/0 /0 /0

/人数 /2.75 /2.75 /2.55

/2.75 /2.75 /2.55

■

今

後

の

方

向

性

今後の課題と解決への取組み 事業の方向性と資源の配分

まだまだ市内各地に改善・整備が必要な個所があるが、順次
計画的に行っている現状である。

方向性 拡大する

内
容

事業の目的達成や緊急対策のため、事業
の継続及び拡大が必要である。

資源の配分

財源 拡大する

人員 拡大する

事

業

の

効

果

高い 事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析 SDGsへの貢献

やや高い 排水路の整備・改修により、市民が安心して暮らせる生活環境が守られる。 （169のターゲット）

やや低い

低い

実
施
し
た
事
業
内
容
（
実
績
）

令和1年度 令和2年度 令和3年度

下排水路維持修繕、排水路整備・改善工
事等により、排水機能を高め、浸水対策
を図る。

0 0

一般財源増加額（前年度比） - - -29,458

一般財源 102,943 84,365 73,485

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0

県支出金

その他 1 0 1

0 0 0

地方債 0

16,921 16,921 15,691

人件費割合（LC/TC） 0.14 0.17 0.18

総費用（TC） 119,865 101,286 89,177

会計年度任用職員（※2） 0 0 0

決算額 当初予算額

歳
出

直接事業費（DC） 102,944 84,365 73,486

人
件
費

人件費合計（LC） 16,921 16,921 15,691

正職員（※3）

３ ． 事務事業評価

コスト（単位：千円）
令和1年度 令和2年度 令和4年度

決算額 決算額 当初予算額

令和3年度
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令和 年度事務事業評価3

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標

実績

目標

実績

目標 ha ha ha

実績 ha

目標

実績

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

事務事業分類 継続事業 ハード事業

事務事業名 公共下水道事業
担当課 まちづくり部道路河川課

課室長名 西村　達也

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●公共下水道（雨水）事業認可区域内の浸水被害を解消するため、水路改良を計画的に実施していく。

総合計画
の

位置づけ

政策

施策

総合戦略
の

位置づけ

基本目標（その1）

⇒ 基本的方向

基本目標（その2）

⇒ 基本的方向

3 みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち

１６　道路・橋梁・河川

関連する
予算事業

関連する
個別計画

社会資本総合整備計画

　

　

指標名 令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

成
果
①

活
動
①

公共下水道（雨水）
工事の実施（排水面
積）

3.45

成
果
②

1,452 1,453

3.76

活
動
②
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/0 /0 /0

/人数 /0.75 /0.75 /0.75

/0.75 /0.75 /0.75

■

３ ． 事務事業評価

コスト（単位：千円）
令和1年度 令和2年度 令和4年度

決算額 決算額 当初予算額

令和3年度

会計年度任用職員（※2） 0 0 0

決算額 当初予算額

歳
出

直接事業費（DC） 40,000 57,128 40,000

人
件
費

人件費合計（LC） 4,615 4,615 4,615

正職員（※3） 4,615 4,615 4,615

人件費割合（LC/TC） 0.10 0.07 0.10

総費用（TC） 44,615 61,743 44,615

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

財
源
内
訳

国庫支出金 15,000 22,165 0

県支出金

その他 25,000 34,963 40,000

0 0 0

地方債 0 0 0

一般財源増加額（前年度比） - - - -

一般財源

実
施
し
た
事
業
内
容
（
実
績
）

令和1年度 令和2年度 令和3年度

防災・安全交付金事業により公共下水道
（雨水）築造工事を実施する。

事

業

の

効

果

高い 事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析 SDGsへの貢献

やや高い 計画にのっとった整備を行うことが、浸水被害の解消に繋がる。 （169のターゲット）

やや低い

低い

今

後

の

方

向

性

今後の課題と解決への取組み 事業の方向性と資源の配分

近年の気候変動による集中豪雨や都市化に伴う雨水量の増加
により、早期に整備する必要がある。

方向性 拡大する

内
容

継続して重点的な整備を行う必要があ
る。

資源の配分

財源 拡大する

人員 拡大する

-198-



令和 年度事務事業評価3

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標 件 件 件

実績 件

目標

実績

目標 回 回 回

実績 回

目標 回 回 回

実績 回

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

12

8

活
動
②

橿原市空家等相談会
開催回数

12 12

活
動
①

橿原市住宅・建築物
相談会　開催回数

12

1

成
果
②

12 12

4

成
果
①

空家等利活用再生補
助金　交付件数

1 1 1

関連する
個別計画

橿原市空家等対策計画

社会資本総合整備計画

　

指標名 令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

関連する
予算事業

一般会計 土木費 土木管理費 都市政策事業費 すまい・空家等対策事業費

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●住宅や建築に関する不安の解消を図り、建築物の安全を確保し、良好な住環境の維持、保全を図ることを目
的とする。
●長期にわたり適正な維持管理がなされていない空き家の存在は、周辺住民に大きな不安を与えることから所
有者が適正に管理するよう促す必要がある。また、利活用可能な空家等は、流動を促し、子育て世代の転入を
促進する。
●持続性のある住みよい住環境を提供することを推進する。

総合計画
の

位置づけ

政策

施策

総合戦略
の

位置づけ

基本目標（その1） 目標④ 安心して健康に暮らせるまちづくり

⇒ 基本的方向 ④-1 地域住民と連携したまちづくりを進めます

基本目標（その2）

⇒ 基本的方向

3 みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち

１７　住環境・建築

事務事業分類 継続事業 裁量事業

事務事業名 すまい・空家等対策事業
担当課 まちづくり部住宅政策課

課室長名 新田　浩幸
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/0 /0 /0

/人数 /2 /1.65 /1.85

/2 /1.65 /1.85

■

今

後

の

方

向

性

今後の課題と解決への取組み 事業の方向性と資源の配分

空家等対策計画の策定から５年を迎えるため、今後、計画見
直しが必要となる。
少子高齢化などの影響により、今後ますます空家が増えてい
くと予想されるため、不適正管理空家の予防対策も進めてい
く必要がある。

方向性 現状維持

内
容

不適正管理空家が増え職員の対応すべき
事項が多岐にわたるなかで、人員が縮小
しており、現在行っている対策も縮小せ
ざるを得ない。

資源の配分

財源 現状維持

人員 拡大する

事

業

の

効

果

高い 事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析 SDGsへの貢献

やや高い 先進的なモデルとなる空家改修事業に対し、空家等利活用再生補助金を交付し、地域活性化
及び、良好な住環境の維持、保全に繋がっている。

（169のターゲット）

やや低い

低い

実
施
し
た
事
業
内
容
（
実
績
）

令和1年度 令和2年度 令和3年度

毎月第1火曜日に派遣アドバイザーによ
る住宅･建築物相談会を開催する。
毎月第2木曜日に派遣アドバイザーによ
る空家等相談会を開催する。
流通困難な空家等を対象とし、各種専門
家団体と協力し、流通のサポートを行う
空家等対策プラットホームを運用する。
地域活性化を目的とし、空家等を地域の
コミュニティ施設等として改修するモデ
ル的な事業の改修工事費に対し、空家等
利活用再生補助金を交付する。

0 0

一般財源増加額（前年度比） - - -470

一般財源 5,043 4,670 4,573

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

財
源
内
訳

国庫支出金 3,817 3,632 3,311

県支出金

その他 0 0 0

0 0 0

地方債 0

12,306 10,153 11,384

人件費割合（LC/TC） 0.58 0.55 0.59

総費用（TC） 21,166 18,455 19,268

会計年度任用職員（※2） 0 0 0

決算額 当初予算額

歳
出

直接事業費（DC） 8,860 8,302 7,884

人
件
費

人件費合計（LC） 12,306 10,153 11,384

正職員（※3）

３ ． 事務事業評価

コスト（単位：千円）
令和1年度 令和2年度 令和4年度

決算額 決算額 当初予算額

令和3年度
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令和 年度事務事業評価3

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標

実績

目標

実績

目標

実績

目標

実績

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

活
動
②

活
動
①

成
果
②

成
果
①

関連する
個別計画

社会資本総合整備計画

橿原市公営住宅等長寿命化計画

橿原市営住宅整備・管理計画

指標名 令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

関連する
予算事業

一般会計 土木費 住宅費 住宅管理費 市営住宅等整備事業費

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃で賃貸するため、橿原市公営住宅等長寿命化計画（橿原市営
住宅整備・管理計画を含む）に基づき、老朽化したストックの更新や長寿命化に取り組み、安全で快適な市営
住宅を長きに亘って確保する。

総合計画
の

位置づけ

政策

施策

総合戦略
の

位置づけ

基本目標（その1）

⇒ 基本的方向

基本目標（その2）

⇒ 基本的方向

3 みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち

１７　住環境・建築

事務事業分類 継続事業 ハード事業

事務事業名 市営住宅等整備事業
担当課 まちづくり部住宅政策課

課室長名 新田　浩幸
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/0 /0 /0

/人数 /2.9 /2.95 /2.15

/2.9 /2.95 /2.15

■

今

後

の

方

向

性

今後の課題と解決への取組み 事業の方向性と資源の配分

公営住宅等長寿命化計画（整備・管理計画を含む）に基づ
き、経年劣化した住棟を優先的に長寿命化改善を進めてい
く。また、空き住宅の内装等を改修し、住宅に困窮する低額
所得者へ供給するため、改修費が低額な住戸を優先に改修
し、供給戸数の増加に繋げる。

方向性 現状維持

内
容

社会資本整備総合交付金及び、公営住宅
建設事業起債を活用し長寿命化改善を進
めると共に、ストック更新に努める。資源の配分

財源 現状維持

人員 現状維持

事

業

の

効

果

高い 事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析 SDGsへの貢献

やや高い 住宅に困窮する低額所得者に対し公営住宅等を提供するため、老朽化したストックの更新や
長寿命化に取り組む必要がある。

（169のターゲット）

やや低い

低い

実
施
し
た
事
業
内
容
（
実
績
）

令和1年度 令和2年度 令和3年度

・四条団地外壁等改修
・内装等改修(空家)
・駐車場整備

0 96,100

一般財源増加額（前年度比） - - 22,643

一般財源 170 76,450 22,813

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

財
源
内
訳

国庫支出金 40,721 46,818 79,061

県支出金

その他 0 0 0

0 0 0

地方債 87,100

17,844 18,152 13,229

人件費割合（LC/TC） 0.12 0.13 0.06

総費用（TC） 145,835 141,420 211,203

会計年度任用職員（※2） 0 0 0

決算額 当初予算額

歳
出

直接事業費（DC） 127,991 123,268 197,974

人
件
費

人件費合計（LC） 17,844 18,152 13,229

正職員（※3）

３ ． 事務事業評価

コスト（単位：千円）
令和1年度 令和2年度 令和4年度

決算額 決算額 当初予算額

令和3年度
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令和 年度事務事業評価3

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標

実績

目標

実績

見込 ％ ％ ％

実績 ％

見込 件 件 件

実績 件

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

400

322

活
動
②

修繕件数
400 400

活
動
①

家賃等徴収率
99

成
果
②

99 99

99

成
果
①

関連する
個別計画

橿原市営住宅整備・管理計画

橿原市公営住宅等長寿命化計画

　

指標名 令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

関連する
予算事業

一般会計 土木費 住宅費 住宅管理費 市営住宅等管理事務費

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●入居者に対して適正に家賃決定し徴収を行う。
●家賃の徴収方法として、コンビニ収納に加え、口座振替の推奨を行っていく。
●滞納者に対して督促状を送付し、臨戸徴収などにより家賃の納付を促す。
●日常的に起こるトラブル等について修繕補修を行う。
●団地内管理業務を行う。（見回り）

総合計画
の

位置づけ

政策

施策

総合戦略
の

位置づけ

基本目標（その1）

⇒ 基本的方向

基本目標（その2）

⇒ 基本的方向

3 みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち

１７　住環境・建築

事務事業分類 継続事業 義務的事務

事務事業名 市営住宅等管理事務
担当課 まちづくり部住宅政策課

課室長名 新田　浩幸
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/2 /2 /2

/人数 /3.8 /3.2 /2.75

/5.8 /5.2 /4.75

■

今

後

の

方

向

性

今後の課題と解決への取組み 事業の方向性と資源の配分

市営住宅等は、住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家
賃で提供することで、国民生活の安定と社会福祉の増進に寄
与することを目的とした住宅であり、さまざまな事情による
住宅困窮者が一定数存在していることから、今後も必要であ
る。しかし、今後において建物の老朽化等により、建替や修
繕が増えることが予想されるので、経費削減を進め、今後も
市営住宅等が存続できるように対策を講じる必要がある。

方向性 現状維持

内
容

住宅政策課職員が直接入居者と親身に
なって対応することにより、住宅入居者
の生活の秩序を維持していく必要があ
る。

資源の配分

財源 削減する

人員 現状維持

事

業

の

効

果

高い 事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析 SDGsへの貢献

やや高い 活動指標である家賃等徴収率及び修繕件数については、目標値を達成している。今後もこれ
を維持していく。

（169のターゲット）

やや低い

低い

実
施
し
た
事
業
内
容
（
実
績
）

令和1年度 令和2年度 令和3年度

・市営住宅の家賃徴収をしつつ、適正な
維持管理に努め、快適な住環境の整備を
行う。

・市営住宅を適正に管理・運営し、入居
者が安全かつ快適に生活ができるように
する。

0 0

一般財源増加額（前年度比） - - 0

一般財源 0 2,756 0

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0

県支出金

その他 67,846 56,397 64,506

0 0 0

地方債 0

23,382 19,690 16,921

人件費割合（LC/TC） 0.32 0.33 0.28

総費用（TC） 91,228 78,843 81,427

会計年度任用職員（※2） 6,096 6,025 6,096

決算額 当初予算額

歳
出

直接事業費（DC） 67,846 59,153 64,506

人
件
費

人件費合計（LC） 29,478 25,715 23,017

正職員（※3）

３ ． 事務事業評価

コスト（単位：千円）
令和1年度 令和2年度 令和4年度

決算額 決算額 当初予算額

令和3年度
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令和 年度事務事業評価3

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標 件 件 件

実績 件

目標 件 件 件

実績 件

目標 件 件 件

実績 件

目標 回 回 回

実績 回

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

178

3

3

活
動
②

市ホームページへの
制度の啓発や最新情
報の掲載回数

3 3

活
動
①

事業者への啓発リー
フレットの配布件数

450

13

成
果
②

長期優良住宅建築等
計画　認定件数

180 160 160

450 450

450

成
果
①

橿原市既存住宅省エ
ネルギー改修工事等
補助金　交付件数

3 2 2

関連する
個別計画

　

　

　

指標名 令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

関連する
予算事業

一般会計 土木費 土木管理費 都市政策事業費 住宅省エネルギー化推進事業費

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●住宅の省エネルギー性能の改善を図ることにより、快適性能等の向上と共に二酸化炭素の排出削減と身体の
健康維持・増進させる住まいづくりを推進する。
●優良な住宅または優良な宅地の供給に寄与し、良質な住宅が建築され、長期にわたり使用される優良な住宅
供給を促進する。

総合計画
の

位置づけ

政策

施策

総合戦略
の

位置づけ

基本目標（その1）

⇒ 基本的方向

基本目標（その2）

⇒ 基本的方向

3 みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち

１７　住環境・建築

事務事業分類 継続事業 ソフト事業

事務事業名 住宅省エネルギー化推進事業
担当課 まちづくり部住宅政策課

課室長名 新田　浩幸
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/1 /1 /1

/人数 /0.3 /0.75 /0.25

/1.3 /1.75 /1.25

■

今

後

の

方

向

性

今後の課題と解決への取組み 事業の方向性と資源の配分

省エネルギー改修等補助事業の周知に努めるとともに、限ら
れた予算を多数の方に利用してもらうため、補助限度額等も
含め、補助内容の検討をおこなう。
長期優良住宅建築計画認定業務では、法改正に伴う審査の拡
充等に対応していく。

方向性 現状維持

内
容

補助事業に対する関心は持続すると思わ
れるため、財源及び人員は現状維持が必
要である。資源の配分

財源 現状維持

人員 現状維持

事

業

の

効

果

高い 事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析 SDGsへの貢献

やや高い 省エネルギー等改修補助では、市からの直接周知とともに、建築関係団体への周知や別途相
談会等でリーフレット配付したことにより、多数の申請件数に繋がった。

（169のターゲット）

やや低い

低い

実
施
し
た
事
業
内
容
（
実
績
）

令和1年度 令和2年度 令和3年度

住宅の省エネルギー等改修に必要な経費
に対し、その一部を補助金として交付
し、省エネルギー化と併せて、健康に住
める住宅を推進する。
長期間使用する目的で計画し、定期的な
維持管理計画に従い、住宅を適正に管理
することにより、住宅の資産価値を継続
し、長期にわたり使用される優良な住宅
供給を促進する。長期優良住宅の認定申
請について、内容を審査し、認定書を発
行する。

0 0

一般財源増加額（前年度比） - - -1,304

一般財源 2,899 2,316 1,595

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0

県支出金

その他 1,825 2,323 2,635

0 0 0

地方債 0

1,846 4,615 1,539

人件費割合（LC/TC） 0.76 0.84 0.81

総費用（TC） 6,570 9,254 5,769

会計年度任用職員（※2） 3,153 3,139 3,159

決算額 当初予算額

歳
出

直接事業費（DC） 4,724 4,639 4,230

人
件
費

人件費合計（LC） 4,999 7,754 4,698

正職員（※3）

３ ． 事務事業評価

コスト（単位：千円）
令和1年度 令和2年度 令和4年度

決算額 決算額 当初予算額

令和3年度
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令和 年度事務事業評価3

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標 棟 棟 棟

実績 棟

目標 棟 棟 棟

実績 棟

目標 件 件 件

実績 件

目標 件 件 件

実績 件

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

0

2,500

2,522

活
動
②

旧耐震基準の木造住
宅所有者に対する耐
震啓発文書の送付

2,500 2,510

活
動
①

橿原市既存木造住宅
耐震診断

30

6

成
果
②

橿原市既存住宅耐震
改修補助金（既存木
造住宅耐震建替え工
事）

3 2 2

10 10

38

成
果
①

橿原市既存住宅耐震
改修補助金（既存木
造住宅総合耐震改修
工事）

7 3 3

関連する
個別計画

橿原市耐震改修促進計画

　

　

指標名 令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

関連する
予算事業

一般会計 土木費 土木管理費 建築指導監督費 建築物耐震化推進事業費

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●災害に強い、安全・安心なまちづくりの推進に向けて、日常最も滞在時間の長い住宅、不特定多数の人が利
用する建築物や緊急輸送路等を閉鎖する恐れのある特定既存耐震不適格建築物及び防災拠点となる市有建築等
で、旧耐震基準で建築された既存建築物のうち耐震化されていない建築物について、地震に対する安全性の向
上を目的に、耐震化の普及啓発や耐震改修に対する助成に係る取組み等を計画的に行うことで、建築物等の耐
震化を促進する。

総合計画
の

位置づけ

政策

施策

総合戦略
の

位置づけ

基本目標（その1）

⇒ 基本的方向

基本目標（その2）

⇒ 基本的方向

3 みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち

１７　住環境・建築

事務事業分類 継続事業 ソフト事業

事務事業名 建築物耐震化推進事業
担当課 まちづくり部建築指導課

課室長名 福西　隆史　
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/0 /0 /0

/人数 /1.35 /2.7 /2.7

/1.35 /2.7 /2.7

■

今

後

の

方

向

性

今後の課題と解決への取組み 事業の方向性と資源の配分

DMに由来した申請が多くあり、他の補助事業の予算を流用
して対応したものもあった。令和4年度は、予算に限りがあ
り、毎年広報5月号にて耐震対策事業の募集を行うが、応募
多数の場合の抽選を想定し、DMの送付、アンケート及び耐
震対策事業の案内を同時期に行って行く。
また、コロナ禍や予算の残額等状況を踏まえ、耐震対策の啓
発、周知を図って行く。

方向性 拡大する

内
容

市民の申込み件数に添った事業を実施し
たい。また、災害時において一人でも多
くの市民の安全を確保するため、周知を
を充実させ、毎年一定数の耐震化を実施
して行いたい。その為の資金として前年
度ベースを確保したい。

資源の配分

財源 拡大する

人員 現状維持

事

業

の

効

果

高い 事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析 SDGsへの貢献

やや高い 地震災害時の市民の命に直結する事業であり、予算の範囲内となるが、倒壊の危険性のある
建物について、周知を行い耐震改修工に繋げている。

（169のターゲット）

やや低い 7.1 11.5

低い

実
施
し
た
事
業
内
容
（
実
績
）

令和1年度 令和2年度 令和3年度

・普及啓発の為、DMを活用し、旧耐震
基準の住宅所有者に対して耐震化を促
す。
・助成
　既存木造住宅耐震診断事業
　既存木造住宅 総合耐震改修補助事業
　特殊建築物等耐震診断事業
　危険ブロック塀等撤去費補助事業

0 0

一般財源増加額（前年度比） - - -2,102

一般財源 4,926 3,259 2,824

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

財
源
内
訳

国庫支出金 7,231 4,570 2,791

県支出金

その他 0 0 0

37 0 0

地方債 0

8,307 16,614 16,614

人件費割合（LC/TC） 0.41 0.68 0.75

総費用（TC） 20,501 24,443 22,229

会計年度任用職員（※2） 0 0 0

決算額 当初予算額

歳
出

直接事業費（DC） 12,194 7,829 5,615

人
件
費

人件費合計（LC） 8,307 16,614 16,614

正職員（※3）

３ ． 事務事業評価

コスト（単位：千円）
令和1年度 令和2年度 令和4年度

決算額 決算額 当初予算額

令和3年度
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令和 年度事務事業評価3

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標

実績

目標

実績

見込 件 件 件

実績 件

見込 件 件 件

実績 件

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

45

32

活
動
②

開発指導事業（協定
書締結）

45 45

活
動
①

建築基準法事業（建
築確認申請、計画通
知）

500

成
果
②

500 500

528

成
果
①

関連する
個別計画

　

　

　

指標名 令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

関連する
予算事業

一般会計 土木費 土木管理費 建築指導監督費 建築指導監督事務費

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●建築基準法により書類審査、現場確認を行い、建築物等が基準に適合していることを確認する。また既存建
築物が適正に維持管理され使用されていることを確認する。
●建築物に関する法令等により、各種手続きの確認を行う。
●開発行為による公共施設の協議と開発指導要綱に基づく指導及び県への進達業務を行う。

総合計画
の

位置づけ

政策

施策

総合戦略
の

位置づけ

基本目標（その1）

⇒ 基本的方向

基本目標（その2）

⇒ 基本的方向

3 みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち

１７　住環境・建築

事務事業分類 継続事業 任意事務

事務事業名 建築指導監督事務
担当課 まちづくり部建築指導課

課室長名 福西　隆史
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/1 /0 /1

/人数 /7.65 /7.3 /7.3

/8.65 /7.3 /8.3

■

今

後

の

方

向

性

今後の課題と解決への取組み 事業の方向性と資源の配分

特定行政庁としての業務を担うため、建築行政を担う人材の
確保が早急に必要である。また、建築確認申請の民間確認の
移行に伴い、市民から建築行政職員に求められる業務内容も
刻々と変化をしており、多岐にわたる知識や技術の習得と共
に、知識、技術の継承を行って行く。

方向性 現状維持

内
容

建築基準法に定められた業務であり、度
重なる法改正に対応すべく業務も増大し
ており、法に精髄した職員の確保が必要
である。その為にも人件費を削減するこ
とはできない。

資源の配分

財源 現状維持

人員 拡大する

事

業

の

効

果

高い 事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析 SDGsへの貢献

やや高い 建築基準法に適合するか書類又は現場で審査・検査・調査することにより安心安全で快適な
住環境の整備が図れる。また、都市計画法等に基づく開発行為に対する適切な指導により、
都市計画区域内において都市計画に合致した土地利用が進められている。一定の基準に適合
することにより、建築物の整備について役割を果たしている。

（169のターゲット）

やや低い 7.1 11.3

低い

実
施
し
た
事
業
内
容
（
実
績
）

令和1年度 令和2年度 令和3年度

・建築基準法に基づく書類審査等
・都市計画法等に基づく開発行為に対す
る適切な指導等
・建設リサイクル法に基づく届出、通知
受理等
・奈良県住みよい福祉のまちづくり条例
に基づく書類審査等
・建築物省エネ法に基づく書類審査等

0 0

一般財源増加額（前年度比） - - 939

一般財源 0 1,004 939

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0

県支出金

その他 4,524 2,909 3,358

40 40 40

地方債 0

47,071 44,917 44,917

人件費割合（LC/TC） 0.93 0.92 0.93

総費用（TC） 51,635 48,870 49,254

会計年度任用職員（※2） 797 0 819

決算額 当初予算額

歳
出

直接事業費（DC） 4,564 3,953 4,337

人
件
費

人件費合計（LC） 47,868 44,917 45,736

正職員（※3）

３ ． 事務事業評価

コスト（単位：千円）
令和1年度 令和2年度 令和4年度

決算額 決算額 当初予算額

令和3年度
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令和 年度事務事業評価3

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標 t t t

実績 t

目標 t t t

実績 t

目標 回 回 回

実績 回

目標 件 件 件

実績 件

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

16,716

140

134

活
動
②

温室効果ガス削減に
寄与する設備設置に
対する補助件数（延
べ件数）

200 140

活
動
①

温暖化対策啓発事
業・市民講座の回数

25

6,846

成
果
②

市役所業務のうち事
業系に係る温室効果
ガス排出量（CO2換
算）

18,912 18,568 18,225

25 25

2

成
果
①

市役所業務のうち事
務系に係る温室効果
ガス排出量（CO2換
算）

7,577 7,311 7,045

関連する
個別計画

橿原市環境総合計画

橿原市地球温暖化対策推進実行計画

橿原市電力の調達に係る環境配慮方針

指標名 令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

関連する
予算事業

一般会計 衛生費 保健衛生費 環境対策費 環境対策事業費

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●河川の汚濁原因となる生活排水対策を行うため、啓発活動の普及促進と併せて水質や騒音等の現状調査を実
施し、必要に応じて事業所等に対する指導を行う。
●地球温暖化対策を行うため、市役所自らが率先行動として、事務事業に伴う温室効果ガスの排出量を削減す
る。
●環境教育や啓発事業により市民意識を高め、また、温室効果ガス削減に寄与する設備を設置された市民に対
して、設置費用の一部を補助することで脱炭素社会の実現に向けた行動を実践するまちづくりを推進する。

総合計画
の

位置づけ

政策

施策

総合戦略
の

位置づけ

基本目標（その1）

⇒ 基本的方向

基本目標（その2）

⇒ 基本的方向

3 みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち

１８　地球環境

事務事業分類 継続事業 ソフト事業

事務事業名 環境対策事業
担当課 環境づくり部環境衛生課

課室長名 林野　雅仁
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/0 /0.6 /0

/人数 /3.25 /2.3 /2.9

/3.25 /2.9 /2.9

■

今

後

の

方

向

性

今後の課題と解決への取組み 事業の方向性と資源の配分

令和４年度に環境総合計画の改定を予定している。それに併
せて現在の環境政策を見直し、効果の高いものを考案・選択
していく。
また、公害対策の各種規制については引き続き生活環境に影
響が生じないよう取り組んでいく。

方向性 手段見直し

内
容

公害対策の各種規制については引き続き
取り組みながら、現在の環境政策を見直
し、効果の高いものを考案・選択してい
く。現状では計画段階のため大きな変更
はなく現状維持とした。

資源の配分

財源 現状維持

人員 現状維持

事

業

の

効

果

高い 事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析 SDGsへの貢献

やや高い CO2排出量は減少傾向にあり、目標値をクリアしている。ただし、本目標値は平成29年度
に2013年度比26％削減を達成するために設定したものであり、近年示された政府目標であ
る2013年度比46％削減を達成しているわけではないため、さらに取組を継続・発展してい
く必要がある。

（169のターゲット）

やや低い 13.3 7

低い 6.3

実
施
し
た
事
業
内
容
（
実
績
）

令和1年度 令和2年度 令和3年度

・環境の現状を把握するため、河川等の
水質、自動車交通騒音を測定する。
・市域の温室効果ガス排出抑制を目的と
して、家庭用の省エネ機器を設置した市
民に対して、設置費用の一部を補助す
る。
・橿原市環境総合計画の進捗状況を橿原
市環境審議会に報告する。
・市役所自らが省エネ等により温室効果
ガスの排出量を削減する。
・市民に対して温暖化防止意識の向上の
ため普及啓発を行う。

0 0

一般財源増加額（前年度比） - - -1,212

一般財源 14,446 13,721 13,234

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

財
源
内
訳

国庫支出金 75 75 75

県支出金

その他 0 0 0

0 0 0

地方債 0

19,998 14,152 17,844

人件費割合（LC/TC） 0.58 0.55 0.57

総費用（TC） 34,519 27,948 31,153

会計年度任用職員（※2） 0 1,162 0

決算額 当初予算額

歳
出

直接事業費（DC） 14,521 13,796 13,309

人
件
費

人件費合計（LC） 19,998 15,314 17,844

正職員（※3）

３ ． 事務事業評価

コスト（単位：千円）
令和1年度 令和2年度 令和4年度

決算額 決算額 当初予算額

令和3年度
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令和 年度事務事業評価3

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標 ％ ％ ％

実績 ％

目標

実績

目標 回 回 回

実績 回

目標

実績

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

活
動
②

活
動
①

イベント及び教室開
催数

60

11.7

成
果
②

2 2

56

成
果
①

資源化率（リサイク
ル量／ごみの総排出
量）

13.8 14 14.3

関連する
個別計画

橿原市環境総合計画

橿原市一般廃棄物処理基本計画

　

指標名 令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

関連する
予算事業

一般会計 衛生費 清掃費 リサイクルプラザ管理費 ３Ｒ推進事業費

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●啓発活動：広報誌やホームページ、スマートフォン向けアプリによる情報提供や、環境保全ポスター及び標
語の募集・展示を通じて、3R（リデュース・リユース・リサイクル）の重要性を市民に啓発する。
●環境教育：処理施設の見学受入れや出前講座を実施し、市民の自主的な環境教育への取組を支援する。
●リユースイベント（再生修理された家具及び自転車、書籍、古着、食器等の還元）や、リサイクル体験工房
教室の開催を通じて、資源の大切さについて学ぶ機会を提供する。

総合計画
の

位置づけ

政策

施策

総合戦略
の

位置づけ

基本目標（その1）

⇒ 基本的方向

基本目標（その2）

⇒ 基本的方向

3 みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち

１８　地球環境

事務事業分類 継続事業 ソフト事業

事務事業名 ３Ｒ推進事業
担当課 環境づくり部環境保全課

課室長名 吉川　善久
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/1 /2 /0

/人数 /1.45 /1.45 /1.4

/2.45 /3.45 /1.4

■

今

後

の

方

向

性

今後の課題と解決への取組み 事業の方向性と資源の配分

更なる廃棄物の減量に向け、３Ｒの中でもリデュース（排出
抑制）・リユース（再使用）を優先的かつ効率的に推進する
必要がある。

方向性 縮小する

内
容

リサイクル体験工房教室の廃止により、
資源（財源・会計年度任用職員）は縮小
となるが、効率的な啓発手法を調査・検
討することにより事業を継続する。

資源の配分

財源 削減する

人員 削減する

事

業

の

効

果

高い 事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析 SDGsへの貢献

やや高い 成果指標となる資源化率については、低迷しているものの、広報紙やスマートフォン向けア
プリにより、市民におけるごみ分別の意識高揚が図れている。

（169のターゲット）

やや低い 12.5

低い

実
施
し
た
事
業
内
容
（
実
績
）

令和1年度 令和2年度 令和3年度

●啓発活動
・環境保全をテーマとしたポスター及び
標語の募集・展示
●環境教育
・施設見学・視察の受け入れ
・出前講座の開催
・リサイクルフェア（年2回）
　※コロナにより中止
・子育て応援リサイクルフェア（年1
回）
　※コロナにより中止
・リサイクルブックフェア（月2回）
　※5月の2回分中止
・リサイクル体験工房教室
・エコキッズ探検隊（リサイクル工場見
学・年1回）
　※コロナにより中止

0 0

一般財源増加額（前年度比） - - -1,795

一般財源 2,223 1,657 428

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0

県支出金

その他 455 198 105

0 0 0

地方債 0

8,922 8,922 8,615

人件費割合（LC/TC） 0.92 0.98 0.94

総費用（TC） 11,600 10,777 9,148

会計年度任用職員（※2） 1,778 1,586 0

決算額 当初予算額

歳
出

直接事業費（DC） 2,678 1,855 533

人
件
費

人件費合計（LC） 10,700 10,508 8,615

正職員（※3）

３ ． 事務事業評価

コスト（単位：千円）
令和1年度 令和2年度 令和4年度

決算額 決算額 当初予算額

令和3年度
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令和 年度事務事業評価3

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標

実績

目標

実績

見込 トン トン トン

実績 トン

見込

実績

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

活
動
②

活
動
①

ごみ処理量（プラザ
分）

4,600

成
果
②

4,600 4,600

5,348

成
果
①

関連する
個別計画

橿原市環境総合計画

橿原市一般廃棄物処理基本計画

（容リ法に基づく）分別収集計画

指標名 令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

関連する
予算事業

一般会計 衛生費 清掃費 リサイクルプラザ管理費 リサイクルプラザ管理運営費

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●施設管理：長期包括運営委託により、廃棄物の安全かつ安定した処理体制を確保するとともに、リサイクル
プラザの効率的な事業運営を実施する。
●ごみ搬入受付：ごみ搬入時に、計量にて内容物等を確認し、必要に応じて分別方法や持ち込み方法について
搬入者に案内・指導する。
●資源物処理：搬入された不燃ごみ及び資源物は、市の処理施設において適切な前処理を行い、十分な品質を
確保した上で、リサイクル業者に引き渡す。

総合計画
の

位置づけ

政策

施策

総合戦略
の

位置づけ

基本目標（その1）

⇒ 基本的方向

基本目標（その2）

⇒ 基本的方向

3 みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち

１８　地球環境

事務事業分類 継続事業 義務的事務

事務事業名 リサイクルプラザ管理事務
担当課 環境づくり部環境保全課

課室長名 吉川　善久
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/2.2 /3 /2.2

/人数 /7.6 /7.6 /7.15

/9.8 /10.6 /9.35

■

今

後

の

方

向

性

今後の課題と解決への取組み 事業の方向性と資源の配分

現状の長期包括運営委託契約が令和5年度で終了となるた
め、今後も継続して高いレベルで処理を維持し、ブラッシュ
アップを行うため課題等の精査が必要。

方向性 現状維持

内
容

長期包括運営委託を実施していることか
ら、費用・人員ともに現状維持。

資源の配分

財源 現状維持

人員 現状維持

事

業

の

効

果

高い 事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析 SDGsへの貢献

やや高い ごみの減少スピードが予想したほどではなかったことから目標値を超えているが、長期包括
運営委託の導入と適切なモニタリングにより施設の健全性を保ち、廃棄物を滞りなく処理
し、有用資源の回収を行うことができた。

（169のターゲット）

やや低い 12.5

低い

実
施
し
た
事
業
内
容
（
実
績
）

令和1年度 令和2年度 令和3年度

●施設管理
・施設稼働に係るモニタリング
・工房室及び会議室の貸出し
●ごみ搬入受付
・搬入者への分別方法や持ち込み方法等
の案内及び指導
●資源物処理
・中間処理（選別・圧縮等）
・再生事業者への引き渡し【資源化品
目】紙類（新聞、雑誌、ダンボール）、
金属類（破砕鉄、破砕アルミ、破砕不適
物、雑線）、缶類、ガラス類、ペットボ
トル・プラボトル、使用済小型家電、羽
毛ぶとん

0 0

一般財源増加額（前年度比） - - -45,627

一般財源 201,304 157,643 155,677

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0

県支出金

その他 45,740 86,887 89,686

0 0 0

地方債 0

46,763 46,763 43,994

人件費割合（LC/TC） 0.17 0.17 0.17

総費用（TC） 293,807 291,293 289,357

会計年度任用職員（※2） 3,982 3,868 4,146

決算額 当初予算額

歳
出

直接事業費（DC） 247,044 244,530 245,363

人
件
費

人件費合計（LC） 50,745 50,631 48,140

正職員（※3）

３ ． 事務事業評価

コスト（単位：千円）
令和1年度 令和2年度 令和4年度

決算額 決算額 当初予算額

令和3年度
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令和 年度事務事業評価3

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標 ｔ ｔ ｔ

実績 ｔ

目標 日 日 日

実績 日

目標 件 件 件

実績 件

目標

実績

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

0

活
動
②

活
動
①

橿原市再資源集団回
収登録団体数

221

1,372

成
果
②

ゴミ袋販売停滞日数
0 0 0

243 243

243

成
果
①

資源物回収量
2,462 2,510 2,562

関連する
個別計画

橿原市一般廃棄物処理基本計画

橿原市環境総合計画

　

指標名 令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

関連する
予算事業

一般会計 衛生費 清掃費 清掃総務費 ごみ減量化・資源化事業費

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●安全で快適な暮らしの都市づくり、循環型社会の形成を推進することを基本に、ごみ減量に対する市民意識
の向上を図るため、再資源集団回収を自主的に行う地域団体に報償金の交付を行い、一般家庭には家庭用生ご
み処理機器購入補助金の交付を行う。
●ごみの減量を目的とした有料指定ごみ袋制度の運用を継続するために指定ごみ袋の制作、取扱店との委託業
務を行う。

総合計画
の

位置づけ

政策

施策

総合戦略
の

位置づけ

基本目標（その1）

⇒ 基本的方向

基本目標（その2）

⇒ 基本的方向

3 みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち

１８　地球環境

事務事業分類 継続事業 ソフト事業

事務事業名 ごみ減量化・資源化事業
担当課 環境づくり部環境衛生課

課室長名 林野　雅仁
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/0 /0.04 /0

/人数 /1.5 /1.66 /1.7

/1.5 /1.7 /1.7

■

今

後

の

方

向

性

今後の課題と解決への取組み 事業の方向性と資源の配分

引き続き指定ごみ袋の製作・保管配送、取扱店と委託契約を
実施し、ごみ袋を安定的に供給できるように取り組む。令和
４年度より、ひとり世帯等のごみ排出量に配慮し、特小サイ
ズのごみ袋を新たに販売する。再資源集団回収や生ごみ処理
機器の補助により、ゴミ減量化の取組や環境意識の形成を行
う。

方向性 現状維持

内
容

指定ごみ袋の製作・販売は、現状どおり
実施する。再資源集団回収や生ごみ処理
機器補助についても、申請件数が多く、
要望が高いため現状維持で継続する。

資源の配分

財源 現状維持

人員 現状維持

事

業

の

効

果

高い 事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析 SDGsへの貢献

やや高い 再資源集団回収量については、コロナ禍の影響を受けて地域団体活動が減少し、報償金によ
る活動促進の効果が薄くなっている。
ごみ袋販売については、平成１５年度の有料化開始以降、ごみ発生量は大きなリバウンドも
なく微減傾向にあり、有料化によるごみの減量効果は継続している。コロナ禍により自宅時
間が増えたため、需要が拡大しているが、十分な量を供給することができている。

（169のターゲット）

やや低い 12.5 12.2

低い

実
施
し
た
事
業
内
容
（
実
績
）

令和1年度 令和2年度 令和3年度

・集団回収を自主的に行った団体に対し
て報償金を交付する。
・生ごみ処理機器を購入した市民に購入
費用の一部を補助する。
・家庭からの可燃ごみの排出において、
市指定ごみ袋を購入し使用することで、
ごみ処理経費の一部を負担してもらう。
指定ごみ袋を安定的に供給するために、
指定ごみ袋の製作を行い、市内の取扱店
と業務委託を締結、配送・保管に関して
も委託契約を締結する。

0 0

一般財源増加額（前年度比） - - 0

一般財源 0 422 0

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0

県支出金

その他 69,935 58,844 65,866

0 0 0

地方債 0

9,230 10,214 10,461

人件費割合（LC/TC） 0.12 0.15 0.14

総費用（TC） 79,165 69,480 76,327

会計年度任用職員（※2） 0 73 0

決算額 当初予算額

歳
出

直接事業費（DC） 69,935 59,266 65,866

人
件
費

人件費合計（LC） 9,230 10,287 10,461

正職員（※3）

３ ． 事務事業評価

コスト（単位：千円）
令和1年度 令和2年度 令和4年度

決算額 決算額 当初予算額

令和3年度
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令和 年度事務事業評価3

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標

実績

目標

実績

見込 トン トン トン

実績 トン

見込

実績

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

活
動
②

活
動
①

ごみ搬入量
40,428

成
果
②

39,832 39,330

43,034

成
果
①

関連する
個別計画

橿原市一般廃棄物処理基本計画

橿原市環境総合計画

　

指標名 令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

関連する
予算事業

一般会計 衛生費 清掃費 一般廃棄物処理費 一般廃棄物処理企画運営費

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●生活環境の保全と公衆衛生の向上を図るため、橿原市一般廃棄物処理基本計画に基づき、本市内で発生する
一般廃棄物を適正かつ計画的に処理するとともに、当該計画の周知及び啓発を行う。
●処理施設については、処理機能・品質を確保し、処理経費の平準化・費用対効果の向上を図るため、民間事
業者に施設運営を包括的に委託する。
●当該事業を監理するモニタリング業務や各種分析業務、焼却灰の最終処分に係る業務、一般廃棄物収集運搬
業の許可事務を実施する。

総合計画
の

位置づけ

政策

施策

総合戦略
の

位置づけ

基本目標（その1）

⇒ 基本的方向

基本目標（その2）

⇒ 基本的方向

3 みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち

１９　生活環境

事務事業分類 継続事業 義務的事務

事務事業名 一般廃棄物処理企画運営事務
担当課 環境づくり部環境企画課

課室長名 瀬尾　優幸
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/0 /0 /0

/人数 /11 /11 /9

/11 /11 /9

■

今

後

の

方

向

性

今後の課題と解決への取組み 事業の方向性と資源の配分

施設稼働開始から19年経過し、設備の老朽化が進んでお
り、今後運営費は増大してくる。平成26年度から10年間の
長期包括運営委託を導入し、財政の平準化・低減化を図って
おり、引き続き財政の平準化・低減化を目指し、令和6年度
からも長期包括運営委託を導入する予定である。

方向性 現状維持

内
容

将来の施設整備の財源を確保するための
一般廃棄物処理施設整備基金に令和4年
度より積み立てを行う。施設運営におい
ては、適切なモニタリングを実施し、安
定的、継続的に廃棄物を適正に処理す
る。また、モニタリング能力維持のため
職員の技術力向上にも努める。

資源の配分

財源 拡大する

人員 現状維持

事

業

の

効

果

高い 事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析 SDGsへの貢献

やや高い 平成26年度から10年間の長期包括運営委託を導入し財政の平準化・低減化を行った結果、
令和3年度の実績では、VFMが23.0％となっている。焼却施設としては、ごみの減少ス
ピードが予想より少なかったことから目標値を超えているが、長期包括運営委託の導入と適
切なモニタリングにより施設の健全性を保ち、廃棄物を滞りなく処理できた。

（169のターゲット）

やや低い 7.2 11.6

低い

実
施
し
た
事
業
内
容
（
実
績
）

令和1年度 令和2年度 令和3年度

・施設運営の健全性や継続性を確保する
ため、長期包括運営委託事業のモニタリ
ング業務を実施
・施設に搬入される廃棄物の内容確認及
び検査並びに処理手数料の徴収
・市内で発生する事業系一般廃棄物の収
集運搬業の許可事務の実施
・一般廃棄物処理計画を策定し、当該計
画の周知及び啓発を通して市内で生じる
一般廃棄物の管理と適正な処理を確保
・次期長期包括運営委託事業に係る調査
研究
・一般廃棄物処理施設整備基金条例の制
定
・民間事業者との災害廃棄物処理協定の
締結

0 0

一般財源増加額（前年度比） - - -239,118

一般財源 239,118 156,478 0

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0

県支出金

その他 622,914 693,769 0

0 0 0

地方債 0

67,683 67,683 55,377

人件費割合（LC/TC） 0.07 0.07 1.00

総費用（TC） 929,715 917,930 55,377

会計年度任用職員（※2） 0 0 0

決算額 当初予算額

歳
出

直接事業費（DC） 862,032 850,247 0

人
件
費

人件費合計（LC） 67,683 67,683 55,377

正職員（※3）

３ ． 事務事業評価

コスト（単位：千円）
令和1年度 令和2年度 令和4年度

決算額 決算額 当初予算額

令和3年度
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令和 年度事務事業評価3

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標 円 円 円

実績 円

目標

実績

見込 枚 枚 枚

実績 枚

見込

実績

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

活
動
②

活
動
①

土のう袋配布枚数
45,600

404,700

成
果
②

45,600 45,600

29,160

成
果
①

河川の清掃活動の報
償金

726,000 0 0

関連する
個別計画

指標名 令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

関連する
予算事業

一般会計 衛生費 保健衛生費 環境衛生費 環境衛生事業費

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●安全で快適な生活環境をつくるため、自治会等が行う河川の清掃に対する報償金の支給や、泥上げのための
土のう袋の配布を行う。

総合計画
の

位置づけ

政策

施策

総合戦略
の

位置づけ

基本目標（その1）

⇒ 基本的方向

基本目標（その2）

⇒ 基本的方向

3 みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち

１９　生活環境

事務事業分類 継続事業 任意事務

事務事業名 環境衛生事務
担当課 環境づくり部環境業務課

課室長名 広瀬　秀夫
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/0 /0 /0

/人数 /4.5 /4.5 /6.55

/4.5 /4.5 /6.55

■

今

後

の

方

向

性

今後の課題と解決への取組み 事業の方向性と資源の配分

コロナ禍の中で地域清掃活動にも変化がみられるため、市民
のニーズに対応し、自治会等と連携し更に衛生環境の向上を
図る必要がある。

方向性 現状維持

内
容

環境や衛生面から市民ニーズが高く、削
除余地は少ない。

資源の配分

財源 現状維持

人員 現状維持

事

業

の

効

果

高い 事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析 SDGsへの貢献

やや高い コロナ禍により地域清掃の多くが中止となり、報償金の支出額や土のう袋の配布率は目標を
下回ったものの、地域において環境美化活動は引き続いて行われ、さまざまな支援の継続的
な実施により、安全で快適な生活環境の形成に効果が出ている。

（169のターゲット）

やや低い

低い

実
施
し
た
事
業
内
容
（
実
績
）

令和1年度 令和2年度 令和3年度

土のう袋を配布する。
河川清掃活動終了後、活動により発生し
たごみを収集をする。
市内の一級河川の河川清掃活動の参加人
員に応じた報償金を支払う。

0 0

一般財源増加額（前年度比） - - -197

一般財源 8,816 8,236 8,619

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0

県支出金

その他 0 0 0

0 0 0

地方債 0

27,689 27,689 40,303

人件費割合（LC/TC） 0.76 0.77 0.82

総費用（TC） 36,505 35,925 48,922

会計年度任用職員（※2） 0 0 0

決算額 当初予算額

歳
出

直接事業費（DC） 8,816 8,236 8,619

人
件
費

人件費合計（LC） 27,689 27,689 40,303

正職員（※3）

３ ． 事務事業評価

コスト（単位：千円）
令和1年度 令和2年度 令和4年度

決算額 決算額 当初予算額

令和3年度
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令和 年度事務事業評価3

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標

実績

目標

実績

見込 t t t

実績 t

見込

実績

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

活
動
②

活
動
①

可燃ごみ収集量
20,475

成
果
②

20,234 20,045

20,811

成
果
①

関連する
個別計画

橿原市環境総合計画

橿原市一般廃棄物処理基本計画

指標名 令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

関連する
予算事業

一般会計 衛生費 清掃費 塵芥処理費 塵芥収集事務費

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●安全で快適な都市づくりを目指し、市民の清潔な生活環境を維持するため、一般家庭ごみの収集を行う。
●安定的なごみ収集を実施するため、収集車の点検整備・修理をし、計画的な車両の更新をする。
●不法投棄ごみに対し適切に処理対応をする。
●高齢者などごみ出しが困難な世帯を対象としたふれあい収集、リクエスト収集を実施する。

総合計画
の

位置づけ

政策

施策

総合戦略
の

位置づけ

基本目標（その1）

⇒ 基本的方向

基本目標（その2）

⇒ 基本的方向

3 みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち

１９　生活環境

事務事業分類 継続事業 任意事務

事務事業名 塵芥収集事務
担当課 環境づくり部環境業務課

課室長名 広瀬　秀夫
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/19.75 /19 /26

/人数 /60.1 /60.1 /59.35

/79.85 /79.1 /85.35

■

今

後

の

方

向

性

今後の課題と解決への取組み 事業の方向性と資源の配分

収集活動をより安全かつ迅速に行うため、職員の資質の向上
を図る研修を実施すると同時に、収集作業が効率的に行える
よう、収集体制及び収集ルートの管理を行うことにより、安
全かつ迅速な収集作業をする必要がある。

方向性 現状維持

内
容

必要最低限の車両を使用し、適切に車両
管理を行い収集業務を行っているため、
低減の余地は少ない。資源の配分

財源 現状維持

人員 現状維持

事

業

の

効

果

高い 事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析 SDGsへの貢献

やや高い 可燃ごみの収集量は目標値を上回っておりコロナ禍での自宅待機等によるごみ排出量の増加
が原因と推測される。このような状況の中、適切な収集体制の確保や車両管理を行い、安定
した家庭系一般廃棄物の収集や高齢者などごみ出しが困難な世帯を対象としたふれあい収
集、リクエスト収集を実施しており、良好な生活環境の形成に効果が出ている。

（169のターゲット）

やや低い

低い

実
施
し
た
事
業
内
容
（
実
績
）

令和1年度 令和2年度 令和3年度

一般家庭ごみ収集を行う。
収集車の定期的な点検整備、消耗品の交
換や修理、車両の入替をする。
不法投棄ごみに対し適切に処理対応をす
る。
高齢者を対象にふれあい収集・リクエス
ト収集をする。

12,500 13,500

一般財源増加額（前年度比） - - 9,053

一般財源 146,615 113,065 155,668

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0

県支出金

その他 26 26 26

0 0 0

地方債 12,500

369,796 369,796 365,181

人件費割合（LC/TC） 0.81 0.83 0.79

総費用（TC） 528,937 495,387 534,375

会計年度任用職員（※2） 61,061 42,209 56,920

決算額 当初予算額

歳
出

直接事業費（DC） 159,141 125,591 169,194

人
件
費

人件費合計（LC） 430,857 412,005 422,101

正職員（※3）

３ ． 事務事業評価

コスト（単位：千円）
令和1年度 令和2年度 令和4年度

決算額 決算額 当初予算額

令和3年度
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令和 年度事務事業評価3

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標 ％ ％ ％

実績 ％

目標

実績

目標 件 件 件

実績 件

目標

実績

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

活
動
②

活
動
①

浄化槽設置整備事業
補助実施件数

15

83.5

成
果
②

25 25

19

成
果
①

生活排水処理率
83.5 84.7 85.9

関連する
個別計画

橿原市環境総合計画

橿原市一般廃棄物処理基本計画

循環型社会形成推進地域計画

指標名 令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

関連する
予算事業

一般会計 衛生費 清掃費 し尿処理対策費 し尿処理事業費

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●生活排水対策：下水道事業の及ばない地域の住民に対し、所定の条件を満たす浄化槽の設置・整備に係る補
助金を交付し、浄化槽の整備促進を図る。
●災害対策：災害に起因する浸水等により、し尿収集の必要性が生じた市民に対し、緊急支援体制を整備し早
急な復旧を図る。
●し尿等の収集：し尿等の収集計画を策定し、収集業務を円滑に実施する。
●啓発活動：許可業者と連携し、広報等を通じて市民に周知する。

総合計画
の

位置づけ

政策

施策

総合戦略
の

位置づけ

基本目標（その1）

⇒ 基本的方向

基本目標（その2）

⇒ 基本的方向

3 みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち

１９　生活環境

事務事業分類 継続事業 裁量事業

事務事業名 し尿処理事業
担当課 環境づくり部環境保全課

課室長名 吉川　善久
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/0 /0 /0

/人数 /2.65 /2.65 /2.55

/2.65 /2.65 /2.55

■

今

後

の

方

向

性

今後の課題と解決への取組み 事業の方向性と資源の配分

人口減少や下水道の普及によって、し尿等の収集量の減少が
予想されるが、現状は減少幅が緩やかな状態であり、長期的
に見ても完了することのない事業であると思われることか
ら、持続可能な形で継続する方法を検討していく。

方向性 現状維持

内
容

収集量が緩やかな減少状態で推移してい
るため、処理費用の大幅な減少や、必要
となる業務量の減少も見込めない。資源の配分

財源 現状維持

人員 現状維持

事

業

の

効

果

高い 事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析 SDGsへの貢献

やや高い 合併浄化槽設置に対しての補助を行い、下水道を含めた生活排水処理率は市の人口の８３．
５％に達した。

（169のターゲット）

やや低い 6.3 11.6

低い

実
施
し
た
事
業
内
容
（
実
績
）

令和1年度 令和2年度 令和3年度

●生活排水対策
・橿原市浄化槽設置整備事業補助金交付
要綱に基づく補助金の交付。
●災害対策
・橿原市し尿収集手数料補助金交付要綱
に基づく補助金の交付。
●し尿等の収集
・し尿収集運搬及び浄化槽清掃許可の事
務手続き。
・し尿等の収集計画の策定及び広報等に
よる周知。

0 0

一般財源増加額（前年度比） - - 858

一般財源 12,921 11,965 13,779

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

財
源
内
訳

国庫支出金 2,159 3,204 3,204

県支出金

その他 60 60 0

2,159 2,403 3,204

地方債 0

16,306 16,306 15,691

人件費割合（LC/TC） 0.49 0.48 0.44

総費用（TC） 33,605 33,938 35,878

会計年度任用職員（※2） 0 0 0

決算額 当初予算額

歳
出

直接事業費（DC） 17,299 17,632 20,187

人
件
費

人件費合計（LC） 16,306 16,306 15,691

正職員（※3）

３ ． 事務事業評価

コスト（単位：千円）
令和1年度 令和2年度 令和4年度

決算額 決算額 当初予算額

令和3年度
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令和 年度事務事業評価3

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標

実績

目標

実績

見込 kL kL kL

実績 kL

見込

実績

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

活
動
②

活
動
①

し尿等処理量（年
間）

25,350

成
果
②

23,350 22,970

23,698

成
果
①

関連する
個別計画

橿原市一般廃棄物処理基本計画

橿原市環境総合計画

指標名 令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

関連する
予算事業

一般会計 衛生費 清掃費 し尿処理場管理費 し尿処理場管理運営費

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●施設管理：長期包括運営委託事業（運営を民間事業者に任せる。）により、一般廃棄物（し尿・浄化槽汚
泥）の安全かつ安定した処理体制を確保するとともに、浄化センターの効率的な事業運営を実施する。
●資源化処理：処理工程で発生する一般廃棄物（脱水汚泥）の外部資源化により、周辺環境の負荷低減及び資
源の有効利用を図る。

総合計画
の

位置づけ

政策

施策

総合戦略
の

位置づけ

基本目標（その1）

⇒ 基本的方向

基本目標（その2）

⇒ 基本的方向

3 みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち

１９　生活環境

事務事業分類 継続事業 義務的事務

事務事業名 し尿処理場管理事務
担当課 環境づくり部環境保全課

課室長名 吉川　善久
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/0.6 /1 /0

/人数 /2.3 /2.3 /1.9

/2.9 /3.3 /1.9

■

今

後

の

方

向

性

今後の課題と解決への取組み 事業の方向性と資源の配分

施設が停滞することで市民の生活環境を脅かすことの無いよ
う、長期包括運営委託業者の監理を行う。

方向性 現状維持

内
容

長期包括運営委託を実施していることか
ら、費用・人員ともに現状維持となる。

資源の配分

財源 現状維持

人員 現状維持

事

業

の

効

果

高い 事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析 SDGsへの貢献

やや高い 長期包括運営委託の導入と適切なモニタリングにより施設の健全度を保ち、廃棄物（し尿・
浄化槽汚泥）を滞りなく処理できた。

（169のターゲット）

やや低い 6.3 11.6

低い

実
施
し
た
事
業
内
容
（
実
績
）

令和1年度 令和2年度 令和3年度

●施設管理
・施設稼働に係るモニタリング
・法令に基づく環境測定業務等の適切な
実施
・近隣市町村の要請による、し尿等の受
け入れ処理
●資源化処理業務
・資源化処理に係る契約及び協定書等の
締結
・事務処理（報告、通知等）

0 0

一般財源増加額（前年度比） - - 25,044

一般財源 121,408 125,609 146,452

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0

県支出金

その他 56,025 48,572 31,301

0 0 0

地方債 0

14,152 14,152 11,691

人件費割合（LC/TC） 0.08 0.08 0.06

総費用（TC） 191,585 188,333 189,444

会計年度任用職員（※2） 932 961 0

決算額 当初予算額

歳
出

直接事業費（DC） 177,433 174,181 177,753

人
件
費

人件費合計（LC） 15,084 15,113 11,691

正職員（※3）

３ ． 事務事業評価

コスト（単位：千円）
令和1年度 令和2年度 令和4年度

決算額 決算額 当初予算額

令和3年度
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令和 年度事務事業評価3

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標 枚 枚 枚

実績 枚

目標

実績

目標 枚 枚 枚

実績 枚

目標

実績

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

活
動
②

活
動
①

集合注射による狂犬
病予防注射済票交付
数

500

3,284

成
果
②

510 520

578

成
果
①

狂犬病予防注射済票
交付数

3,300 3,350 3,400

関連する
個別計画

橿原市環境総合計画

　

　

指標名 令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

関連する
予算事業

一般会計 衛生費 保健衛生費 環境衛生費 地域環境衛生事業費

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●狂犬病予防法に基づき、犬の登録業務及び狂犬病予防注射業務を推進すべく、啓発等を通じて登録数と注射
の増加を図る。
●動物愛護の精神の高揚並びに繁殖力が高い猫による迷惑防止を図る。
●地域の美観形成を目的として、地域コミュニティ活動の推進を図るとともに、心豊かで住みよいまちづくり
を目指す。

総合計画
の

位置づけ

政策

施策

総合戦略
の

位置づけ

基本目標（その1）

⇒ 基本的方向

基本目標（その2）

⇒ 基本的方向

3 みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち

１９　生活環境

事務事業分類 継続事業 ソフト事業

事務事業名 地域環境衛生事業
担当課 環境づくり部環境衛生課

課室長名 林野　雅仁
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/0 /0.11 /0

/人数 /2.75 /1.79 /1.9

/2.75 /1.9 /1.9

■

今

後

の

方

向

性

今後の課題と解決への取組み 事業の方向性と資源の配分

今後も啓発活動を通して、犬の登録や狂犬病予防注射の事業
を実施していく。また、飼い主のいない猫の不妊去勢手術を
支援し、市民へ地域に生息する猫に対する理解を促してい
く。

方向性 現状維持

内
容

狂犬病予防の観点から、必要な事業と考
えている。購入した犬や猫のマイクロ
チップ登録が義務となるため、今後事業
内容が変わっていく予定であるが、影響
が小さいため現状維持で実施する。

資源の配分

財源 現状維持

人員 現状維持

事

業

の

効

果

高い 事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析 SDGsへの貢献

やや高い 狂犬病予防接種済票交付については、動物病院で接種したものの、市での済票の申請に来ら
れない案件が増加している。狂犬病予防集合注射については、滞りなく実施されている。犬
の登録制度や予防注射について、防疫の観点から必要性が高いが、市民の理解によるところ
が大きい。

（169のターゲット）

やや低い 3.3

低い

実
施
し
た
事
業
内
容
（
実
績
）

令和1年度 令和2年度 令和3年度

・市内地区公民館等で狂犬病予防集合注
射を実施。
・犬の登録業務を市内動物病院へ委託
し、新規登録をしやすくします。
・繁殖力が高い猫による迷惑防止を図り
ます。

0 0

一般財源増加額（前年度比） - - -168

一般財源 168 -770 0

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0

県支出金

その他 2,526 2,508 2,206

0 0 0

地方債 0

16,921 11,014 11,691

人件費割合（LC/TC） 0.86 0.88 0.84

総費用（TC） 19,615 12,752 13,897

会計年度任用職員（※2） 0 218 0

決算額 当初予算額

歳
出

直接事業費（DC） 2,694 1,738 2,206

人
件
費

人件費合計（LC） 16,921 11,232 11,691

正職員（※3）

３ ． 事務事業評価

コスト（単位：千円）
令和1年度 令和2年度 令和4年度

決算額 決算額 当初予算額

令和3年度
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令和 年度事務事業評価3

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標

実績

目標

実績

見込

実績

見込

実績

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

事務事業分類 継続事業 義務的事務

事務事業名 上下水道部総務管理事務
担当課 上下水道部経営総務課

課室長名 圡田　昌彦

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●現在の健全経営を維持し、安全で安心できる安定した水道水を供給する。

総合計画
の

位置づけ

政策

施策

総合戦略
の

位置づけ

基本目標（その1）

⇒ 基本的方向

基本目標（その2）

⇒ 基本的方向

3 みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち

２０　上下水道

関連する
予算事業

関連する
個別計画

橿原市上水道事業経営戦略

　

　

指標名 令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

成
果
①

活
動
①

成
果
②

活
動
②
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/0 /0 /0

/人数 /4.85 /4.64 /4.85

/4.85 /4.64 /4.85

■

３ ． 事務事業評価

コスト（単位：千円）
令和1年度 令和2年度 令和4年度

決算額 決算額 当初予算額

令和3年度

会計年度任用職員（※2） 0 0 0

決算額 当初予算額

歳
出

直接事業費（DC） 860,382 847,401 870,955

人
件
費

人件費合計（LC） 29,843 28,550 29,843

正職員（※3） 29,843 28,550 29,843

人件費割合（LC/TC） 0.03 0.03 0.03

総費用（TC） 890,225 875,951 900,798

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0

県支出金

その他 860,382 847,401 870,955

0 0 0

地方債 0 0 0

一般財源増加額（前年度比） - - - -

一般財源

実
施
し
た
事
業
内
容
（
実
績
）

令和1年度 令和2年度 令和3年度

・公企業会計業務…予算決算の編成、資
金管理運営
・総務一般業務…上水道事業 業務継続
計画、新型インフルエンザ等における業
務継続計画、契約事務、文書管理、公用
車管理、業務用無線管理
・人事業務…職員研修、健康診断、訓練
・上下水道営業業務…水道料金、下水道
使用料等に関する業務

事

業

の

効

果

高い 事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析 SDGsへの貢献

やや高い 健全な経営が行われている。 （169のターゲット）

やや低い 6.1 6.2

低い 6.3

今

後

の

方

向

性

今後の課題と解決への取組み 事業の方向性と資源の配分

今後も「安全で安心、安定して水道水の供給」をすべく努力
する。

方向性 現状維持

内
容

健全な経営が行われているため、財源、
人員共に削減の余地はない。

資源の配分

財源 現状維持

人員 現状維持
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令和 年度事務事業評価3

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標

実績

目標

実績

見込 ％ ％ ％

実績 ％

見込

実績

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

事務事業分類 継続事業 任意事務

事務事業名 水道料金徴収等事務
担当課 上下水道部経営総務課

課室長名 圡田　昌彦

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●水道料金及び下水道使用料の収納や給水停止を含む滞納整理を行う。

総合計画
の

位置づけ

政策

施策

総合戦略
の

位置づけ

基本目標（その1）

⇒ 基本的方向

基本目標（その2）

⇒ 基本的方向

3 みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち

２０　上下水道

関連する
予算事業

関連する
個別計画

橿原市上水道事業経営戦略

　

　

指標名 令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

成
果
①

活
動
①

収納率（収納額／調
定額）

98

成
果
②

98 98

99

活
動
②
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/0 /0 /0

/人数 /1.25 /0.83 /1.25

/1.25 /0.83 /1.25

■

３ ． 事務事業評価

コスト（単位：千円）
令和1年度 令和2年度 令和4年度

決算額 決算額 当初予算額

令和3年度

会計年度任用職員（※2） 0 0 0

決算額 当初予算額

歳
出

直接事業費（DC） 19,250 18,798 20,983

人
件
費

人件費合計（LC） 7,692 5,107 7,692

正職員（※3） 7,692 5,107 7,692

人件費割合（LC/TC） 0.29 0.21 0.27

総費用（TC） 26,942 23,905 28,675

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0

県支出金

その他 19,250 18,798 20,983

0 0 0

地方債 0 0 0

一般財源増加額（前年度比） - - - -

一般財源

実
施
し
た
事
業
内
容
（
実
績
）

令和1年度 令和2年度 令和3年度

・収納率向上のため口座振替の促進及び
スマホ決済に関する周知
・一括納付が困難となっている債務者へ
の適切な分納相談
・一部未納料金の収納業務を弁護士事務
所に委託

事

業

の

効

果

高い 事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析 SDGsへの貢献

やや高い お客さまセンターの民間のノウハウを活かした架電交渉等や、弁護士事務所に回収困難案件
を委託することにより収納率の向上が図られている。

（169のターゲット）

やや低い

低い

今

後

の

方

向

性

今後の課題と解決への取組み 事業の方向性と資源の配分

今後も継続し、収納率の向上に取り組む。 方向性 現状維持

内
容

資源の配分

財源 現状維持

人員 現状維持
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令和 年度事務事業評価3

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標 枚 枚 枚

実績 枚

目標

実績

目標 回 回 回

実績 回

目標

実績

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

事務事業分類 継続事業 ソフト事業

事務事業名 災害時体制整備事業
担当課 上下水道部経営総務課

課室長名 圡田　昌彦

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●各種訓練の実施及び災害用物資の購入により、渇水、事故、災害等の不測の事態に際し、的確な初動活動が
できる体制を確立し、安全な水道供給により市民生活を守る。

総合計画
の

位置づけ

政策

施策

総合戦略
の

位置づけ

基本目標（その1）

⇒ 基本的方向

基本目標（その2）

⇒ 基本的方向

3 みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち

２０　上下水道

関連する
予算事業

関連する
個別計画

　

　

　

指標名 令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

成
果
①

非常用飲料水袋の備
蓄

25,000 25,000 25,000

活
動
①

訓練実施回数（年
間）

4

25,000

成
果
②

4 4

4

活
動
②
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/0 /0 /0

/人数 /0.8 /0.76 /0.8

/0.8 /0.76 /0.8

■

３ ． 事務事業評価

コスト（単位：千円）
令和1年度 令和2年度 令和4年度

決算額 決算額 当初予算額

令和3年度

会計年度任用職員（※2） 0 0 0

決算額 当初予算額

歳
出

直接事業費（DC） 1,465 925 1,263

人
件
費

人件費合計（LC） 4,923 4,677 4,923

正職員（※3） 4,923 4,677 4,923

人件費割合（LC/TC） 0.77 0.83 0.80

総費用（TC） 6,388 5,602 6,186

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0

県支出金

その他 1,465 925 1,263

0 0 0

地方債 0 0 0

一般財源増加額（前年度比） - - - -

一般財源

実
施
し
た
事
業
内
容
（
実
績
）

令和1年度 令和2年度 令和3年度

・新任職員に対する給水車の操作訓練
・緊急時初動給水訓練
・非常災害用浄水器作動訓練
・消防訓練
・非常用飲料水袋の購入（3,000枚）

事

業

の

効

果

高い 事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析 SDGsへの貢献

やや高い 非常時に市民生活を守るという観点において非常に重要である。 （169のターゲット）

やや低い

低い

今

後

の

方

向

性

今後の課題と解決への取組み 事業の方向性と資源の配分

今後も継続し、上下水道部職員の危機管理意識の向上を図
る。

方向性 現状維持

内
容

非常時に市民生活を守るという観点にお
いて非常に重要であり、財源、人員共に
削減の余地はない。資源の配分

財源 現状維持

人員 現状維持
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令和 年度事務事業評価3

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標

実績

目標

実績

目標 m m m

実績 m

目標 m m m

実績 m

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

事務事業分類 継続事業 ハード事業

事務事業名 上水道管整備事業
担当課 上下水道部上水道課

課室長名 的場　一矢

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●上水の安定供給を図るため、他事業で支障になる上水道管の移設に伴い管路を更新する。
●老朽化した上水道管の管路更新・耐震化を行う。

総合計画
の

位置づけ

政策

施策

総合戦略
の

位置づけ

基本目標（その1）

⇒ 基本的方向

基本目標（その2）

⇒ 基本的方向

3 みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち

２０　上下水道

関連する
予算事業

関連する
個別計画

社会資本総合整備計画

橿原市上水道事業経営戦略

　

指標名 令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

成
果
①

活
動
①

配水管移設工事延長
2,990

成
果
②

2,990 2,990

1,661

2,160

1,986

活
動
②

配水管更新・耐震化
工事延長

2,160 2,160
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/0 /0 /0

/人数 /4.9 /4.9 /4.9

/4.9 /4.9 /4.9

■

３ ． 事務事業評価

コスト（単位：千円）
令和1年度 令和2年度 令和4年度

決算額 決算額 当初予算額

令和3年度

会計年度任用職員（※2） 0 0 0

決算額 当初予算額

歳
出

直接事業費（DC） 877,876 361,858 877,876

人
件
費

人件費合計（LC） 30,150 30,150 30,150

正職員（※3） 30,150 30,150 30,150

人件費割合（LC/TC） 0.03 0.08 0.03

総費用（TC） 908,026 392,008 908,026

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

財
源
内
訳

国庫支出金 47,500 43,750 47,500

県支出金

その他 830,376 318,108 830,376

0 0 0

地方債 0 0 0

一般財源増加額（前年度比） - - - -

一般財源

実
施
し
た
事
業
内
容
（
実
績
）

令和1年度 令和2年度 令和3年度

他事業で支障になる上水道管の移設・復
旧や、老朽化した上水道管の管路更新・
耐震化を実施した。また、それに伴う設
計・施工管理・検査を実施した。

事

業

の

効

果

高い 事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析 SDGsへの貢献

やや高い 目標として設定した活動指標値を下回る実績であったが、その主な要因は他事業者の工事の
進捗に起因するものであり、当初の計画どおりであれば、目標値を達成できていたと考えら
れる。また、当該事業は目標値が未達成であっても、事業を推進していくこと自体が必然的
に将来わたって継続的に安心安全な水道水を供給することにつながっている。

（169のターゲット）

やや低い 6.1

低い

今

後

の

方

向

性

今後の課題と解決への取組み 事業の方向性と資源の配分

今後も安全安心な水道水を持続的に供給するため、業務の効
率化により人員を確保し、技術力の維持・確保に努め、他の
事務事業との予算配分を考慮しつつも、老朽化による水道管
等の更新を計画的に推進していく。

方向性 拡大する

内
容

老朽化する施設は年々増加していくた
め、財源は補助金を活用しながら計画的
に拡大していく必要がある。人員につい
ては、市の採用計画から拡大は望めない
が、事業を拡大するためにも業務の効率
化を図りつつ、現状維持を続ける。

資源の配分

財源 拡大する

人員 現状維持
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令和 年度事務事業評価3

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標

実績

目標

実績

見込 千㎥ 千㎥ 千㎥

実績 千㎥

見込 ヵ所 ヵ所 ヵ所

実績 ヵ所

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

事務事業分類 継続事業 義務的事務

事務事業名 上水道施設管理事務
担当課 上下水道部上水道課

課室長名 的場　一矢

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●現在、橿原市では県営水道受水率100％であり、受水量の管理や将来の予測を行うことで、水道水の安定供
給を図る。
●市内６か所にあるポンプ場のポンプ・タンク・制御盤等の機器が正常な状態を維持することができる様に、
定期的に点検業務を行い、水道水の安定供給並びに水質保全を図る。

総合計画
の

位置づけ

政策

施策

総合戦略
の

位置づけ

基本目標（その1）

⇒ 基本的方向

基本目標（その2）

⇒ 基本的方向

3 みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち

２０　上下水道

関連する
予算事業

関連する
個別計画

社会資本総合整備計画

橿原市上水道事業経営戦略

　

指標名 令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

成
果
①

活
動
①

県水総受水量
13,363

成
果
②

13,310 13,310

13,176

6

6

活
動
②

加圧ポンプ場保守点
検か所数

6 6
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/0 /0 /0

/人数 /0.75 /0.75 /0.75

/0.75 /0.75 /0.75

■

３ ． 事務事業評価

コスト（単位：千円）
令和1年度 令和2年度 令和4年度

決算額 決算額 当初予算額

令和3年度

会計年度任用職員（※2） 0 0 0

決算額 当初予算額

歳
出

直接事業費（DC） 16,766 11,098 16,766

人
件
費

人件費合計（LC） 4,615 4,615 4,615

正職員（※3） 4,615 4,615 4,615

人件費割合（LC/TC） 0.22 0.29 0.22

総費用（TC） 21,381 15,713 21,381

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0

県支出金

その他 16,766 11,098 16,766

0 0 0

地方債 0 0 0

一般財源増加額（前年度比） - - - -

一般財源

実
施
し
た
事
業
内
容
（
実
績
）

令和1年度 令和2年度 令和3年度

年間の送水計画を策定した上で、時間
毎・日毎・月毎の受水量の管理を行っ
た。また、当初の計画どおり年4回ポン
プ場保守点検業務を実施した。

事

業

の

効

果

高い 事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析 SDGsへの貢献

やや高い 目標として設定した活動指標値を達成できており、特に加圧ポンプ場については定期的な点
検により異常を早期発見・対応することで、長時間停止などの重大な故障事案等が発生しな
かった。
当該事務を計画通りに継続していくことは不可欠であり、水道水の安定供給並びに水質保全
に寄与している。

（169のターゲット）

やや低い 6.1

低い

今

後

の

方

向

性

今後の課題と解決への取組み 事業の方向性と資源の配分

今後も安全安心な水道水を持続的に供給するため、業務の効
率化により人員を確保し、他の事務事業との予算配分を考慮
しながら計画的に事務を継続していく。

方向性 現状維持

内
容

市単独経営では削減することのできない
事務であり、財源及び人員を維持してい
かなければ、安定供給を保証することが
できない。

資源の配分

財源 現状維持

人員 現状維持
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令和 年度事務事業評価3

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標 人 人 人

実績 人

目標

実績

目標 回 回 回

実績 回

目標 部 部 部

実績 部

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

事務事業分類 継続事業 ソフト事業

事務事業名 水道広報事業
担当課 上下水道部上水道課

課室長名 的場　一矢

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●ホームページを更新して、水質検査結果その他の水道事業に関する情報を広く提供する。
●出前講座を実施して、参加者に対して水道事業に対する理解を深めてもらう。その際、上水道課が作成した
オリジナルのパンフレットを配布して記憶に残りやすいものにする。
●上下水道部発行の広報誌（年2回）に、関連する業務についての記事を掲載する。

総合計画
の

位置づけ

政策

施策

総合戦略
の

位置づけ

基本目標（その1）

⇒ 基本的方向

基本目標（その2）

⇒ 基本的方向

3 みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち

２０　上下水道

関連する
予算事業

関連する
個別計画

　

　

　

指標名 令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

成
果
①

出前講座参加者数
50 200 300

活
動
①

ホームページ更新回
数

12

0

成
果
②

12 12

12

300

100

活
動
②

パンフレット配布部
数

200 200
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/0 /0 /0

/人数 /0.35 /0.35 /0.35

/0.35 /0.35 /0.35

■

３ ． 事務事業評価

コスト（単位：千円）
令和1年度 令和2年度 令和4年度

決算額 決算額 当初予算額

令和3年度

会計年度任用職員（※2） 0 0 0

決算額 当初予算額

歳
出

直接事業費（DC） 235 220 235

人
件
費

人件費合計（LC） 2,154 2,154 2,154

正職員（※3） 2,154 2,154 2,154

人件費割合（LC/TC） 0.90 0.91 0.90

総費用（TC） 2,389 2,374 2,389

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0

県支出金

その他 235 220 235

0 0 0

地方債 0 0 0

一般財源増加額（前年度比） - - - -

一般財源

実
施
し
た
事
業
内
容
（
実
績
）

令和1年度 令和2年度 令和3年度

ホームページを毎月更新し、啓発に努め
た。出前講座については、コロナウィル
ス感染症の影響により開催できず、パン
フレットも出前講座の依頼があった小学
校に配布するにとどまった。

事

業

の

効

果

高い 事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析 SDGsへの貢献

やや高い コロナウィルス感染症の影響により、直接的に啓発する事務を実施することができず、目標
として設定した成果指標を下回る実績となり、十分な効果をもたらすことができなかった。

（169のターゲット）

やや低い 6.1

低い

今

後

の

方

向

性

今後の課題と解決への取組み 事業の方向性と資源の配分

感染症収束の目途が立たなければ、効果が高いと考えられる
直接的な啓発が実施できない。
成果指標にHPのPV数を追加した上で、ホームページやチラ
シを利用した啓発に注力し、より多くの市民に啓発広告を目
にしてもらえるように見せ方を工夫する。

方向性 手段見直し

内
容

広報・啓発活動は継続する必要がある
が、現時点においても感染症の収束の目
途は立っておらず、別手段で高い効果を
得られる方法を検討する必要がある。財
源・人員については元々多くを配分して
いない。

資源の配分

財源 現状維持

人員 現状維持
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令和 年度事務事業評価3

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標

実績

目標

実績

見込 件 件 件

実績 件

見込 件 件 件

実績 件

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

事務事業分類 継続事業 義務的事務

事務事業名 水質管理事務
担当課 上下水道部上水道課

課室長名 的場　一矢

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●供給している水道水を検査することで、水道水の品質を保証する。

総合計画
の

位置づけ

政策

施策

総合戦略
の

位置づけ

基本目標（その1）

⇒ 基本的方向

基本目標（その2）

⇒ 基本的方向

3 みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち

２０　上下水道

関連する
予算事業

関連する
個別計画

　

　

　

指標名 令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

成
果
①

活
動
①

毎日検査検体数
2,920

成
果
②

2,920 2,928

2,913

206

210

活
動
②

毎月検査検体数
206 206
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/0 /0 /0

/人数 /0.7 /0.7 /0.7

/0.7 /0.7 /0.7

■

３ ． 事務事業評価

コスト（単位：千円）
令和1年度 令和2年度 令和4年度

決算額 決算額 当初予算額

令和3年度

会計年度任用職員（※2） 0 0 0

決算額 当初予算額

歳
出

直接事業費（DC） 6,181 8,499 6,181

人
件
費

人件費合計（LC） 4,308 4,308 4,308

正職員（※3） 4,308 4,308 4,308

人件費割合（LC/TC） 0.41 0.34 0.41

総費用（TC） 10,489 12,807 10,489

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0

県支出金

その他 6,181 8,499 6,181

0 0 0

地方債 0 0 0

一般財源増加額（前年度比） - - - -

一般財源

実
施
し
た
事
業
内
容
（
実
績
）

令和1年度 令和2年度 令和3年度

・毎日８ヶ所で、濁度、色度、残塩の検
査を実施した。
・自己水質検査については、月１回３ヶ
所の配水拠点、１１ヶ所の自治会地区内
の公共施設等の給水栓及びポンプ槽のあ
る加圧ポンプ場1ヶ所より採水し、また
年２回緊急貯水槽２ヶ所、年１回小・中
学校２２ヶ所より採水し実施した。
・自己検査できない項目については、奈
良広域水質検査センター組合に検査を委
託を行った。（管末３ヶ所、年４回）。

事

業

の

効

果

高い 事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析 SDGsへの貢献

やや高い 目標として設定した活動指標値を達成できている。当該事務を計画通りに継続していくこと
は不可欠であり、水道水の水質保全に寄与している。

（169のターゲット）

やや低い 6.1

低い

今

後

の

方

向

性

今後の課題と解決への取組み 事業の方向性と資源の配分

今後も安全安心な水道水を持続的に供給するため、業務の効
率化により人員を確保し、他の事務事業との予算配分を考慮
しながら計画的に事務を継続していく。

方向性 現状維持

内
容

市単独経営では削減することのできない
事務であり、財源及び人員を維持してい
かなければ、安定供給を保証することが
できない。

資源の配分

財源 現状維持

人員 現状維持
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令和 年度事務事業評価3

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標

実績

目標

実績

見込 km km km

実績 km

見込

実績

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

事務事業分類 継続事業 義務的事務

事務事業名 下水道施設維持管理事務
担当課 上下水道部下水道課

課室長名 堀川　義令

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●ストックマネジメント計画に基づき、下水道施設の点検・調査を実施することにより、状態を監視しながら
計画的かつ効率的に管理する。

総合計画
の

位置づけ

政策

施策

総合戦略
の

位置づけ

基本目標（その1）

⇒ 基本的方向

基本目標（その2）

⇒ 基本的方向

3 みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち

２０　上下水道

関連する
予算事業

関連する
個別計画

社会資本総合整備計画

橿原市下水道事業経営戦略

　

指標名 令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

成
果
①

活
動
①

点検・調査延長
2

成
果
②

2 2

5

活
動
②

-245-



/0 /0 /0

/人数 /3 /3 /3

/3 /3 /3

■

３ ． 事務事業評価

コスト（単位：千円）
令和1年度 令和2年度 令和4年度

決算額 決算額 当初予算額

令和3年度

会計年度任用職員（※2） 0 0 0

決算額 当初予算額

歳
出

直接事業費（DC） 13,200 12,334 40,309

人
件
費

人件費合計（LC） 18,459 18,459 18,459

正職員（※3） 18,459 18,459 18,459

人件費割合（LC/TC） 0.58 0.60 0.31

総費用（TC） 31,659 30,793 58,768

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

財
源
内
訳

国庫支出金 3,500 4,577 10,500

県支出金

その他 9,700 7,757 909

0 0 0

地方債 0 0 28,900

一般財源増加額（前年度比） - - - -

一般財源

実
施
し
た
事
業
内
容
（
実
績
）

令和1年度 令和2年度 令和3年度

管路カメラによる調査の実施

事

業

の

効

果

高い 事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析 SDGsへの貢献

やや高い 管路カメラ調査を実施することにより、今後の維持管理を計画的に進めることができる点か
ら効果は高い。

（169のターゲット）

やや低い 6.2 11.1

低い 14.1

今

後

の

方

向

性

今後の課題と解決への取組み 事業の方向性と資源の配分

下水道施設の整備と維持管理の予算配分並びに人的配置バラ
ンスを最適化するため、調査等により計画的かつ効率的に事
業を実施する必要がある。

方向性 拡大する

内
容

施設の老朽化に伴い、維持管理にかかる
経費や人的コストは増加する見込みであ
り、下水道施設整備との予算配分や人員
の配分バランスを最適化して取り組んで
いく。

資源の配分

財源 拡大する

人員 拡大する
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令和 年度事務事業評価3

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標 ％ ％ ％

実績 ％

目標

実績

目標 件 件 件

実績 件

目標

実績

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

事務事業分類 継続事業 ソフト事業

事務事業名 下水道普及推進事業
担当課 上下水道部下水道課

課室長名 堀川　義令

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●公共下水道の未利用者への啓発などにより下水道への接続率の向上を図る。

総合計画
の

位置づけ

政策

施策

総合戦略
の

位置づけ

基本目標（その1）

⇒ 基本的方向

基本目標（その2）

⇒ 基本的方向

3 みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち

２０　上下水道

関連する
予算事業

関連する
個別計画

橿原市下水道事業経営戦略

　

　

指標名 令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

成
果
①

接続率
90 90 90

活
動
①

普及訪問件数
960

90.3

成
果
②

960 960

1,775

活
動
②
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/1 /1 /1

/人数 /2 /2 /2

/3 /3 /3

■

３ ． 事務事業評価

コスト（単位：千円）
令和1年度 令和2年度 令和4年度

決算額 決算額 当初予算額

令和3年度

会計年度任用職員（※2） 2,585 6153 6181

決算額 当初予算額

歳
出

直接事業費（DC） 2,718 2,406 2,656

人
件
費

人件費合計（LC） 14,891 18,459 18,487

正職員（※3） 12,306 12,306 12,306

人件費割合（LC/TC） 0.99 1.25 1.24

総費用（TC） 15,024 14,712 14,962

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0

県支出金

その他 1,460 1,184 1,416

1,258 1,222 1,240

地方債 0 0 0

一般財源増加額（前年度比） - - - -

一般財源

実
施
し
た
事
業
内
容
（
実
績
）

令和1年度 令和2年度 令和3年度

公共下水道の未利用者への啓発などによ
る下水道への接続の促進

事

業

の

効

果

高い 事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析 SDGsへの貢献

やや高い 下水道未利用者に対し、公共用水域の水質保全等下水道接続の重要性を説明することで水洗
化率の向上に貢献しており、効果は高い。

（169のターゲット）

やや低い 6.2 11.1

低い 14.1

今

後

の

方

向

性

今後の課題と解決への取組み 事業の方向性と資源の配分

下水道の供用開始から相当年数経過している未接続家屋への
普及について、アプローチ方法等検討の余地がある。

方向性 現状維持

内
容

普及相談員１名を配置し、供用開始前に
加え、供用開始後も定期的に戸別訪問や
周知文書をポストインすることで下水道
接続勧奨を行っていく。

資源の配分

財源 現状維持

人員 現状維持
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令和 年度事務事業評価3

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標

実績

目標

実績

目標 km km km

実績 km

目標

実績

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

事務事業分類 継続事業 ハード事業

事務事業名 汚水施設建設事業
担当課 上下水道部下水道課

課室長名 堀川　義令

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●市街化区域を中心に、計画的かつ効率的に下水道施設の整備を進め、普及率の向上を目指す。

総合計画
の

位置づけ

政策

施策

総合戦略
の

位置づけ

基本目標（その1）

⇒ 基本的方向

基本目標（その2）

⇒ 基本的方向

3 みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち

２０　上下水道

関連する
予算事業

関連する
個別計画

社会資本総合整備計画

橿原市下水道事業経営戦略

　

指標名 令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

成
果
①

活
動
①

汚水管延長
3

成
果
②

3 3

2.6

活
動
②
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/0 /0 /0

/人数 /6.45 /6.45 /6.45

/6.45 /6.45 /6.45

■

３ ． 事務事業評価

コスト（単位：千円）
令和1年度 令和2年度 令和4年度

決算額 決算額 当初予算額

令和3年度

会計年度任用職員（※2） 0 0 0

決算額 当初予算額

歳
出

直接事業費（DC） 803,246 619,033 962,710

人
件
費

人件費合計（LC） 39,687 39,687 39,687

正職員（※3） 39,687 39,687 39,687

人件費割合（LC/TC） 0.05 0.06 0.04

総費用（TC） 842,933 658,720 1,002,397

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

財
源
内
訳

国庫支出金 170,000 153,558 170,000

県支出金

その他 12,946 43,975 172,710

0 0 0

地方債 620,300 421,500 620,000

一般財源増加額（前年度比） - - - -

一般財源

実
施
し
た
事
業
内
容
（
実
績
）

令和1年度 令和2年度 令和3年度

計画的かつ効率的な下水道施設の整備

事

業

の

効

果

高い 事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析 SDGsへの貢献

やや高い 計画的に下水道整備を進めることで、昨年度より普及率を0.5％上昇させており、より多く
の市民の生活環境を向上させることに寄与している。

（169のターゲット）

やや低い 6.2 11.1

低い 14.1

今

後

の

方

向

性

今後の課題と解決への取組み 事業の方向性と資源の配分

下水道施設の整備と維持管理の予算配分並びに人的配置バラ
ンスを最適化するため、計画的かつ効率的に事業を実施する
必要がある。

方向性 現状維持

内
容

普及率向上に向け、計画に沿って整備事
業を進めていくが、予算や人的配分につ
いては、維持管理事業とのバランスを最
適化して行う必要がある。

資源の配分

財源 現状維持

人員 現状維持

-250-


